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(57)【要約】
【課題】低温硬化可能な感放射線性樹脂組成物を用いて
絶縁膜を形成してアレイ基板を提供し、そのアレイ基板
を用いて液晶表示素子を提供する。
【解決手段】不飽和カルボン酸または不飽和カルボン酸
無水物から形成される構成単位およびエポキシ基含有不
飽和化合物から形成される構成単位を含む共重合体と、
式（１）または式（２）の化合物とを含有する感放射線
性樹脂組成物を用いて低温硬化によって絶縁膜１２を形
成し、アレイ基板１を製造する。アレイ基板１から液晶
表示素子を構成する。

【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スイッチング能動素子と、
　前記スイッチング能動素子上に配置された絶縁膜と、
　前記絶縁膜に形成されたコンタクトホールと、
　前記コンタクトホールを介して前記スイッチング能動素子と電気的に接続された画素電
極とを有する液晶表示素子用のアレイ基板であって、
　前記絶縁膜は、不飽和カルボン酸および不飽和カルボン酸無水物からなる群より選ばれ
る少なくとも１種から形成される構成単位およびエポキシ基含有不飽和化合物から形成さ
れる構成単位を含む共重合体を含有する感放射線性樹脂組成物から形成されることを特徴
とするアレイ基板。
【請求項２】
　前記感放射線性樹脂組成物は、下記式（１）で表される化合物、下記式（２）で表され
る化合物、３級アミン化合物、アミン塩、ホスホニウム塩、アミジン塩、アミド化合物、
チオール化合物、ブロックイソシアネート化合物およびイミダゾール環含有化合物からな
る群より選ばれる少なくとも１種の化合物を含有することを特徴とする請求項１に記載の
アレイ基板。
【化１】

【化２】

（式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ基
である。但し、Ｒ１～Ｒ６のうち少なくとも１つは電子吸引性基であり、かつＲ１～Ｒ６

のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミノ基は、水素原子の全部または
一部が炭素数１～６のアルキル基で置換されていてもよい。
　式（２）中、Ｒ７～Ｒ１６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ
基である。但し、Ｒ７～Ｒ１６のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミ
ノ基は、水素原子の全部または一部が炭素数２～６のアルキレン基で置換されていてもよ
い。Ａは、単結合、カルボニル基、カルボニルオキシ基、カルボニルメチレン基、スルフ
ィニル基、スルホニル基、メチレン基または炭素数２～６のアルキレン基である。但し、
上記メチレン基およびアルキレン基は、水素原子の全部または一部がシアノ基、ハロゲン
原子またはフルオロアルキル基で置換されていてもよい。）
【請求項３】
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　前記絶縁膜は、２００℃以下の硬化温度で形成されたものであることを特徴とする請求
項１または２に記載のアレイ基板。
【請求項４】
　前記絶縁膜の上に透明電極を有し、前記透明電極の上に、光配向性基を有する感放射線
性重合体を含む液晶配向剤および光配向性基を有さないポリイミドを含む液晶配向剤のう
ちのいずれかを用いて得られた配向膜を有することを特徴とする請求項１～３のいずれか
１項に記載のアレイ基板。
【請求項５】
　前記配向膜は、光配向性基を有する感放射線性重合体を含む液晶配向剤を用いて得られ
た配向膜であることを特徴とする請求項４に記載のアレイ基板。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のアレイ基板を有することを特徴とする液晶表示素
子。
【請求項７】
　［１］不飽和カルボン酸および不飽和カルボン酸無水物からなる群より選ばれる少なく
とも１種から形成される構成単位およびエポキシ基含有不飽和化合物から形成される構成
単位を含む共重合体を含有する感放射線性樹脂組成物の塗膜を、スイッチング能動素子の
形成された基板上に形成する工程、
　［２］前記感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　［３］工程［２］で放射線が照射された前記塗膜を現像してコンタクトホールの形成さ
れた塗膜を得る工程、並びに
　［４］［３］工程で得られた塗膜を２００℃以下で硬化して絶縁膜を形成する工程
を有することを特徴とするアレイ基板の製造方法。
【請求項８】
　前記感放射線性樹脂組成物は、下記式（１）で表される化合物、下記式（２）で表され
る化合物、３級アミン化合物、アミン塩、ホスホニウム塩、アミジン塩、アミド化合物、
チオール化合物、ブロックイソシアネート化合物およびイミダゾール環含有化合物からな
る群より選ばれる少なくとも１種の化合物を含有することを特徴とする請求項７に記載の
アレイ基板の製造方法。
【化３】
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【化４】

（式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ基
である。但し、Ｒ１～Ｒ６のうち少なくとも１つは電子吸引性基であり、かつＲ１～Ｒ６

のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミノ基は、水素原子の全部または
一部が炭素数１～６のアルキル基で置換されていてもよい。
　式（２）中、Ｒ７～Ｒ１６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ
基である。但し、Ｒ７～Ｒ１６のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミ
ノ基は、水素原子の全部または一部が炭素数２～６のアルキレン基で置換されていてもよ
い。Ａは、単結合、カルボニル基、カルボニルオキシ基、カルボニルメチレン基、スルフ
ィニル基、スルホニル基、メチレン基または炭素数２～６のアルキレン基である。但し、
上記メチレン基およびアルキレン基は、水素原子の全部または一部がシアノ基、ハロゲン
原子またはフルオロアルキル基で置換されていてもよい。）
【請求項９】
　配向膜を２００℃以下で形成する工程をさらに有することを特徴とする請求項７または
８に記載のアレイ基板の製造方法。
【請求項１０】
　前記配向膜を２００℃以下で形成する工程は、光配向性基を有する感放射線性重合体を
含む液晶配向剤および光配向性基を有さないポリイミドを含む液晶配向剤のうちのいずれ
かを用いて前記配向膜を形成することを特徴とする請求項９に記載のアレイ基板の製造方
法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アレイ基板、液晶表示素子およびアレイ基板の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は、例えば、ガラス基板など、一対の基板に液晶を挟持して構成される。
一対の基板の表面には液晶の配向を制御する配向膜を設けることが可能である。液晶表示
素子は、バックライトや外光など、光源から放射された光に対して微細なシャッターとし
て機能し、光を部分的に透過し、または遮光をして表示を行う。液晶表示素子は、薄型、
軽量などの優れた特徴を有する。
【０００３】
　液晶表示素子は、開発当初、キャラクタ表示等を中心とする電卓や時計の表示素子とし
て利用された。その後、単純マトリクス方式の開発によりドットマトリクス表示が容易と
なってノートパソコンの表示素子などへと用途を拡大させた。さらに、アクティブマトリ
クス型の開発によってコントラスト比や応答性能の優れた良好な画質を実現できるように
なり、高精細化、カラー化および視野角拡大などの課題も克服してデスクトップコンピュ
ータのモニター用などに用途を拡大した。最近では、より広い視野角や液晶の高速応答化
や表示品位の向上などが実現され、大型の薄型テレビ用表示素子として利用されるに至っ
ている。そして、液晶表示素子は、さらなる高画質化や明るさの向上が求められている。
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【０００４】
　アクティブマトリクス型の液晶表示素子では、液晶を挟持する一対の基板のうちの一方
の上にゲート配線と信号配線とが格子状に配設され、ゲート配線と信号配線との交差部に
薄膜トランジスタ（ＴＦＴ：Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｅｒ）などのスイッ
チング能動素子が設けられており、アレイ基板を構成している。アレイ基板上、ゲート配
線と信号配線とに囲まれた領域に画素電極が配置され、この画素電極により表示単位であ
る画素が構成されている。
【０００５】
　液晶表示素子において、明るさの向上を実現しようとする場合、画素電極を大きくする
ことが有効となる。画素電極の面積をできる限り大きくし、開口率を向上させることで明
るさを増大することができる。その場合、例えば、特許文献１に記載されるように、画素
電極をゲート配線や信号配線と重畳させ、開口率を向上させる技術が知られている。特許
文献１には、アレイ基板において、画素電極と配線との間に厚膜の有機材料からなる絶縁
膜を設けることにより、画素電極と配線との間のカップリング容量増大を抑制しつつ、開
口率を向上させた液晶表示素子が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－２６４７９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１に記載される液晶表示素子のように、アレイ基板において配線と画素電極と
の間に厚膜の有機材料からなる絶縁膜を設ける場合、ＴＦＴ等のスイッチング素子と画素
電極との電気的な接続は、絶縁膜に設けられたコンタクトホールを用いて実現される。
　有機材料からなる絶縁膜にコンタクトホールを形成する場合、フォトリソグラフィ技術
の利用が有効である。その場合、絶縁膜の形成材料として、感放射線性の樹脂組成物（以
下、感放射線性樹脂組成物と言う。）の使用が好ましい。そして特に、感放射線性樹脂組
成物は、所謂ポジ型の選択が好ましいとされている。
【０００８】
　ポジ型の感放射線性樹脂組成物を用いた絶縁膜では、放射線に感応すると現像液への溶
解性が増大して感応部分が除去される。したがって、ポジ型の感放射線性樹脂組成物を使
用する場合、絶縁膜のコンタクトホールの形成部分に感放射線を照射することにより、比
較的容易に所望とするコンタクトホールを形成することができる。尚、本発明において、
「放射線」とは、可視光線、紫外線、遠紫外線、Ｘ線、荷電粒子線等を含む概念である。
【０００９】
　しかし、ポジ型の感放射線性樹脂組成物の場合、例えば、放射線の照射を受けて酸を生
成する化合物を成分として含有するなど、特殊な材料が必要となる。そうした特殊な材料
は準備が容易ではなく、また、材料選択の幅は狭いものとなる。そこで、フォトリソグラ
フィ技術に適用でき、入手の容易な多様な材料を用いて組成物を実現することができるネ
ガ型の感放射線性樹脂組成物に対しても、絶縁膜への適用が求められている。ネガ型の感
放射線性樹脂組成物は、放射線の照射を受けて放射線に感応すると現像液への溶解性が低
下し、現像後に感応部分が残存する感放射線性樹脂組成物である。
【００１０】
　ネガ型の感放射線性樹脂組成物を、コンタクトホールを備えた絶縁膜に適用しようとす
る場合、絶縁膜の製造工程における絶縁膜の伸縮が問題となることがある。
　すなわち、従来の感放射線性樹脂組成物を用いてコンタクトホールを備えた絶縁膜の形
成を行う場合、露光と現像の後に、２３０℃～２６０℃程度という、２００℃を超える非
常に高い温度で加熱して硬化を行う必要がある。したがって、フォトリソグラフィ技術を
利用した従来の絶縁膜の形成においては、熱的な膨張または収縮などのサイズの変動が生
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じて、それが許容できる範囲を超えた場合に、配置位置とサイズの管理が厳しく求められ
るコンタクトホールの形成に不都合を生じることがある。
【００１１】
　特に、ネガ型の感放射線性樹脂組成物を用いて絶縁膜にコンタクトホールを形成しよう
とする場合、上述したように、コンタクトホール以外の絶縁膜の残存部分に放射線を照射
（以下、「露光」と称す。）し、反応を起こさせ、その後、必要な場合に加熱硬化をして
コンタクトホールを備えた絶縁膜の形成を行うことになる。そのため、露光、現像、加熱
硬化と続く絶縁膜の製造工程において、絶縁膜に大きな伸縮が生じ、絶縁膜のサイズの変
動が大きくなることがある。こうした製造工程での絶縁膜の伸縮は、露光と現像の後に加
熱硬化が必要となるポジ型の感放射線性樹脂組成物を用いた場合も同様に生じて問題とな
るが、ポジ型に比べてネガ型の感放射線性樹脂組成物の場合に、より顕著に現れることが
あった。
【００１２】
　以上から、感放射線性樹脂組成物を用いてアレイ基板上の絶縁膜を構成するとともに、
熱的な膨張や収縮を抑えて所望とするコンタクトホールの形成を実現することが望まれて
いる。特に、ネガ型の感放射線性樹脂組成物を用いてアレイ基板上の絶縁膜を構成すると
ともに、熱的な膨張や収縮を抑えてコンタクトホールの形成を可能にすることが望まれて
いる。そのため、露光と現像の後の硬化工程を従来の高温加熱による硬化工程に代えて、
例えば、２００℃以下の低温によって硬化することが可能な、感放射線性樹脂組成物が必
要となる。特に、２００℃以下の低温によって硬化することが可能な、ネガ型の感放射線
性樹脂組成物が必要となる。このような硬化特性を備えた感放射線性樹脂組成物、特にネ
ガ型の感放射線性樹脂組成物は、所望とする絶縁膜の提供を可能とする。
【００１３】
　また、最近、省エネルギーの観点からも、アレイ基板を有する液晶表示素子の製造にお
ける加熱工程の低温化が求められるようになっている。すなわち、アレイ基板やそれを用
いた液晶表示素子の製造において、各構成要素の硬化工程等、加熱が必要な工程の低温化
による省エネルギーの実現が求められるようになっている。
【００１４】
　以上より、低温硬化によって、コンタクトホールを備えた絶縁膜の形成をすることがで
きる感放射線性樹脂組成物の実現が強く望まれている。特に、低温硬化によって、コンタ
クトホールを備えた絶縁膜の形成をすることができるネガ型の感放射線性樹脂組成物の実
現が強く望まれている。そして、そうした感放射線性の樹脂組成物を用いて低温硬化され
た絶縁膜を有するアレイ基板の実現が強く望まれている。さらに、そうしたアレイ基板を
用いて構成された液晶表示素子の実現が強く望まれている。
【００１５】
　本発明は、以上のような課題に鑑みてなされたものである。すなわち、本発明の目的は
、低温硬化が可能な感放射線性樹脂組成物から形成された絶縁膜を有するアレイ基板およ
びその製造方法を提供することであり、特に、低温硬化が可能なネガ型の感放射線性樹脂
組成物から形成された絶縁膜を有するアレイ基板およびその製造方法を提供することであ
る。
【００１６】
　また、本発明の別の目的は、そうした低温硬化が可能な感放射線性樹脂組成物から形成
された絶縁膜を有するアレイ基板を用いて構成された液晶表示素子を提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明の第１の態様は、スイッチング能動素子と、
　そのスイッチング能動素子上に配置された絶縁膜と、
　その絶縁膜に形成されたコンタクトホールと、
　そのコンタクトホールを介してスイッチング能動素子と電気的に接続された画素電極と
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を有する液晶表示素子用のアレイ基板であって、
　絶縁膜は、不飽和カルボン酸および不飽和カルボン酸無水物からなる群より選ばれる少
なくとも１種から形成される構成単位およびエポキシ基含有不飽和化合物から形成される
構成単位を含む共重合体を含有する感放射線性樹脂組成物から形成されることを特徴とす
るアレイ基板に関する。
【００１８】
　本発明の第１の態様において、感放射線性樹脂組成物は、下記式（１）で表される化合
物、下記式（２）で表される化合物、３級アミン化合物、アミン塩、ホスホニウム塩、ア
ミジン塩、アミド化合物、チオール化合物、ブロックイソシアネート化合物およびイミダ
ゾール環含有化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物を含有することが好
ましい。
【００１９】
【化１】

【００２０】
【化２】

（式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ基
である。但し、Ｒ１～Ｒ６のうち少なくとも１つは電子吸引性基であり、かつＲ１～Ｒ６

のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミノ基は、水素原子の全部または
一部が炭素数１～６のアルキル基で置換されていてもよい。
　式（２）中、Ｒ７～Ｒ１６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ
基である。但し、Ｒ７～Ｒ１６のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミ
ノ基は、水素原子の全部または一部が炭素数２～６のアルキレン基で置換されていてもよ
い。Ａは、単結合、カルボニル基、カルボニルオキシ基、カルボニルメチレン基、スルフ
ィニル基、スルホニル基、メチレン基または炭素数２～６のアルキレン基である。但し、
上記メチレン基およびアルキレン基は、水素原子の全部または一部がシアノ基、ハロゲン
原子またはフルオロアルキル基で置換されていてもよい。）
【００２１】
　本発明の第１の態様において、絶縁膜は、２００℃以下の硬化温度で形成されたもので
あることが好ましい。
【００２２】
　本発明の第１の態様において、絶縁膜の上に透明電極を有し、その透明電極の上に、光
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配向性基を有する感放射線性重合体を含む液晶配向剤および光配向性基を有さないポリイ
ミドを含む液晶配向剤のうちのいずれかを用いて得られた配向膜を有することが好ましい
。
【００２３】
　本発明の第１の態様において、配向膜は、光配向性基を有する感放射線性重合体を含む
液晶配向剤を用いて得られた配向膜であることが好ましい。
【００２４】
　本発明の第２の態様は、本発明の第１の態様のアレイ基板を有することを特徴とする液
晶表示素子に関する。
【００２５】
　本発明の第３の態様は、
　［１］不飽和カルボン酸および不飽和カルボン酸無水物からなる群より選ばれる少なく
とも１種から形成される構成単位およびエポキシ基含有不飽和化合物から形成される構成
単位を含む共重合体を含有する感放射線性樹脂組成物の塗膜を、スイッチング能動素子の
形成された基板上に形成する工程、
　［２］前記感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　［３］工程［２］で放射線が照射された前記塗膜を現像してコンタクトホールの形成さ
れた塗膜を得る工程、並びに
　［４］［３］工程で得られた塗膜を２００℃以下で硬化して絶縁膜を形成する工程
を有することを特徴とするアレイ基板の製造方法に関する。
【００２６】
　本発明の第３の態様において、感放射線性樹脂組成物は、下記式（１）で表される化合
物、下記式（２）で表される化合物、３級アミン化合物、アミン塩、ホスホニウム塩、ア
ミジン塩、アミド化合物、チオール化合物、ブロックイソシアネート化合物およびイミダ
ゾール環含有化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物を含有することが好
ましい。
【００２７】
【化３】

【００２８】
【化４】

（式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ基
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である。但し、Ｒ１～Ｒ６のうち少なくとも１つは電子吸引性基であり、かつＲ１～Ｒ６

のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミノ基は、水素原子の全部または
一部が炭素数１～６のアルキル基で置換されていてもよい。
　式（２）中、Ｒ７～Ｒ１６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミノ
基である。但し、Ｒ７～Ｒ１６のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、上記アミ
ノ基は、水素原子の全部または一部が炭素数２～６のアルキレン基で置換されていてもよ
い。Ａは、単結合、カルボニル基、カルボニルオキシ基、カルボニルメチレン基、スルフ
ィニル基、スルホニル基、メチレン基または炭素数２～６のアルキレン基である。但し、
上記メチレン基およびアルキレン基は、水素原子の全部または一部がシアノ基、ハロゲン
原子またはフルオロアルキル基で置換されていてもよい。）
【００２９】
　本発明の第３の態様において、配向膜を２００℃以下で形成する工程をさらに有するこ
とが好ましい。
【００３０】
　本発明の第３の態様において、配向膜を２００℃以下で形成する工程は、光配向性基を
有する感放射線性重合体を含む液晶配向剤および光配向性基を有さないポリイミドを含む
液晶配向剤のうちのいずれかを用いて前記配向膜を形成することが好ましい。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、低温硬化が可能な感放射線性樹脂組成物から形成された絶縁膜を有す
るアレイ基板とその製造方法が提供され、特に、低温硬化が可能なネガ型の感放射線性樹
脂組成物から形成された絶縁膜を有するアレイ基板とその製造方法が提供される。
【００３２】
　また、本発明によれば、低温硬化が可能な感放射線性樹脂組成物から形成された絶縁膜
を有するアレイ基板からなる液晶表示素子が提供され、特に、低温硬化が可能なネガ型の
感放射線性樹脂組成物から形成された絶縁膜を有するアレイ基板からなる液晶表示素子が
提供される。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本実施の形態のアレイ基板の要部構造を示す模式的な断面図である。
【図２】本実施の形態のアレイ基板の模式的な電極配線図である。
【図３】本実施の形態の液晶表示素子の模式的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　本発明の実施の形態のアレイ基板および液晶表示素子について説明する。
【００３５】
　＜液晶表示素子＞
　本実施の形態の液晶表示素子は、本実施の形態のアレイ基板を用いて構成されたカラー
液晶表示素子である。以下、本実施の形態のアレイ基板の構造および本実施の形態の液晶
表示素子の構造について、図面を用いて説明する。
【００３６】
　本実施の形態の液晶表示素子は、例えば、アクティブマトリクス型のカラー液晶表示素
子とすることができる。本実施の形態の液晶表示素子は、スイッチング能動素子、電極、
および絶縁膜の形成された本実施の形態のアレイ基板と、透明電極の形成されたカラーフ
ィルタ基板とが、液晶層を介して対向する構造とすることができる。
【００３７】
　図１は、本実施の形態のアレイ基板の要部構造を示す模式的な断面図である。
【００３８】
　図２は、本実施の形態のアレイ基板の模式的な電極配線図である。
【００３９】
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　図１に示すアレイ基板１は、本実施の形態のアレイ基板の一例である。透明な基板４の
一方の面に、スイッチング能動素子８が配置される。そして、スイッチング能動素子８に
接続するソース電極５と、ドレイン電極６と、ゲート電極７とが配置される。スイッチン
グ能動素子８の上には絶縁膜１２が設けられ、絶縁膜１２の上には、画素電極である透明
電極９が配置される。透明電極９はＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ：錫をド
ープした酸化インジュウム）などからなる透明導電膜から形成される。透明電極９の上に
は、図に示すように液晶の配向を制御する配向膜１０を設けることが可能である。絶縁膜
１２を貫通するように設けられた凹部構造は、コンタクトホール１７であり、この部分を
介して透明電極９とドレイン電極６とが電気的に接続する。その結果、画素電極である透
明電極９とスイッチング能動素子８との電気的接続が可能となる。
【００４０】
　そして、図２に示すように、アレイ基板１上では、ソース配線１８とゲート配線１９と
がマトリクス状に配設される。ソース配線１８とゲート配線１９の交差部近傍に、スイッ
チング能動素子８が設けられ、ソース電極５はソース配線１８に接続し、ゲート電極７は
ゲート配線１９に接続する。こうして、アレイ基板１上に区画された各画素が構成される
。
【００４１】
　後述するように、本実施の形態のアレイ基板１において、絶縁膜１２は、ソース電極５
等の電極とスイッチング能動素子８とが形成された基板４上に、本実施の形態の感放射線
性樹脂組成物を塗布し、コンタクトホール１７の形成などの必要なパターニングをした後
、硬化して形成される。絶縁膜１２の形成に用いられる本実施の形態の感放射線性樹脂組
成物は、例えば、ネガ型とすることが可能である。
【００４２】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物は、２００℃以下の低温硬化により、絶縁膜１２
を形成できるという特徴を備える。したがって、絶縁膜１２は、加熱硬化工程におけるサ
イズの変動が抑えられ、所望の配置位置とサイズのコンタクトホール１７の形成を可能と
する。そして、本実施の形態のアレイ基板１では、２００℃以下の低温硬化により絶縁膜
１２を形成することができて、低温加熱による製造が可能となる。
【００４３】
　さらに、本実施の形態のアレイ基板１では、透明電極９を形成した後、液晶配向用の配
向膜１０を設けることが可能である。配向膜１０は、後述するように、光配向性基を有す
る感放射線性重合体を含む液晶配向剤または光配向性基を有さないポリイミドを含む液晶
配向剤を用いて得ることができる。その場合、２００℃以下の加熱温度で配向膜を形成す
ることが可能となる。したがって、本実施の形態のアレイ基板１では、２００℃以下の低
温硬化により絶縁膜１２を形成でき、さらに配向膜１０を２００℃以下の低温硬化により
形成することができて、低温加熱による製造が可能となる。
　次に、本実施の形態のアレイ基板を用いた本実施の形態の液晶表示素子について説明す
る。
【００４４】
　図３は、本実施の形態の液晶表示素子の模式的な断面図である。
【００４５】
　図３に示す液晶表示素子２１は、アレイ基板１とカラーフィルタ基板２２とからなるカ
ラー液晶表示素子であり、本実施の形態の液晶表示素子の一例である。液晶表示素子２１
は、例えば、薄膜トランジスタ型のＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード液晶
表示素子であり、図１に示した本実施形態のアレイ基板１とカラーフィルタ基板２２とが
、ＴＮ液晶からなる液晶層２３を介して対向する構造を有する。
　アレイ基板１は、図３に示すように、透明な基板４の液晶層２３側の面に、ソース電極
５と、ドレイン電極６と、ゲート電極７と、スイッチング能動素子８と、絶縁膜１２とを
配置した構造を有する。そして、絶縁膜１２の上には、画素電極である透明電極９が設け
られている。絶縁膜１２には、絶縁膜１２を貫通するコンタクトホール１７が設けられて
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おり、この部分を介して透明電極９とドレイン電極６とが電気的に接続する。その結果、
画素電極である透明電極９とスイッチング能動素子８との電気的接続が可能となる。透明
電極９の上には、液晶配向制御用の配向膜１０が設けられている。
【００４６】
　カラーフィルタ基板２２は、透明な基板１１の液晶層２３側の面に、赤色、緑色および
青色の微小な着色パターン１５と、ブラックマトリクス１３とが配置されている。赤色、
緑色および青色の着色パターン１５は、格子状などの規則的な形状をとって配列される。
尚、着色パターン１５の色については、上記の赤色、緑色および青色の３色に限られるわ
けではなく、他の色を選択することや、他に黄色を加えて４色の着色パターンとすること
も可能である。そして、各色の着色パターンを配列して、カラーフィルタ基板を構成する
ことができる。
【００４７】
　着色パターン１５とブラックマトリクス１３の上には透明な共通電極１４が設けられて
いる。カラーフィルタ基板２２の、液晶層２３と接する面には、アレイ基板１と同様の配
向膜１０が設けられている。アレイ基板１とカラーフィルタ基板２２の配向膜１０は、必
要であれば、配向処理が施され、アレイ基板１とカラーフィルタ基板２２との間に挟持さ
れた液晶層２３の均一な配向を実現する。
　そして、液晶層２３を介して対向するアレイ基板１とカラーフィルタ基板２２との間の
距離は、図示されないスペーサによって維持されており、通常、２μｍ～１０μｍである
。アレイ基板１とカラーフィルタ基板２２は周辺部に設けられたシール材（図示されない
）によって互いに固定されている。
　アレイ基板１とカラーフィルタ基板２２において、液晶層２３に接する側と反対の側に
は、それぞれ偏光板２８が配置されている。
【００４８】
　図３において、符号２７は、液晶表示素子２１の光源となるバックライトユニット（図
示されない）から液晶層２３に向けて照射されたバックライト光である。バックライトユ
ニットとしては、例えば、冷陰極蛍光管（ＣＣＦＬ：Ｃｏｌｄ　Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｆｌｕ
ｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｌａｍｐ）などの蛍光管と、散乱板とが組み合わされた構造のものを
用いることができる。また、白色ＬＥＤを光源とするバックライトユニットを用いること
もできる。白色ＬＥＤとしては、例えば、独立したスペクトルを有する赤色ＬＥＤと、緑
色ＬＥＤと、青色ＬＥＤとを用いて白色光を得る白色ＬＥＤ、赤色ＬＥＤと、緑色ＬＥＤ
と、青色ＬＥＤとを組み合わせて混色により白色光を得る白色ＬＥＤ、青色ＬＥＤと、赤
色ＬＥＤと、緑色蛍光体とを組み合わせて混色により白色光を得る白色ＬＥＤ、青色ＬＥ
Ｄと、赤色発光蛍光体と、緑色発光蛍光体とを組み合わせて混色により白色光を得る白色
ＬＥＤ、青色ＬＥＤと、ＹＡＧ系蛍光体との混色により白色光を得る白色ＬＥＤ、青色Ｌ
ＥＤと、橙色発光蛍光体と、緑色発光蛍光体とを組み合わせて混色により白色光を得る白
色ＬＥＤ、紫外線ＬＥＤと、赤色発光蛍光体と、緑色発光蛍光体と、青色発光蛍光体とを
組み合わせて混色により白色光を得る白色ＬＥＤなどを挙げることができる。
【００４９】
　本実施形態の液晶表示素子２１の液晶モードについては、上述のＴＮモードの他、ＳＴ
Ｎ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅｓ　Ｓ
ｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）またはＯＣＢ（Ｏ
ｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）などの液晶
モードとすることもできる。その場合、特に、配向膜１０については、各液晶モードに最
適な液晶層の配向を実現する配向膜が選択される。例えば、本実施形態の液晶表示素子が
ＶＡモードの液晶表示素子の場合、配向膜には、垂直配向型の配向膜が使用される。
【００５０】
　以上のように、本実施の形態の液晶表示素子２１は、本実施の形態のアレイ基板１を有
する。アレイ基板１では、絶縁膜１２に設けられたコンタクトホール１７を介して透明電
極９とドレイン電極６との電気的接続を実現する。アレイ基板１の絶縁膜１２は、本実施
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の形態の感放射線性樹脂組成物を用い、２００℃以下の低温硬化によって形成される。し
たがって、本実施の形態の液晶表示素子２１では、アレイ基板１において、所望の配置位
置とサイズのコンタクトホール１７により、透明電極９とドレイン電極６との電気的接続
を実現することが可能となる。
【００５１】
　次に、本実施の形態の液晶表示素子のアレイ基板の主要な構成要素であり、低温硬化が
可能な絶縁膜の形成について詳しく説明する。本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜は、本
実施の形態の感放射線性樹脂組成物を用いて形成される。以下、本実施の形態の感放射線
性樹脂組成物について、特にその組成成分について説明する。
【００５２】
＜感放射線性樹脂組成物＞
　本実施形態のアレイ基板の絶縁膜の製造に用いられる感放射線性樹脂組成物は、［Ａ］
アルカリ可溶性樹脂、［Ｂ］重合性化合物、および［Ｃ］重合開始剤を含有する。そして
さらに、［Ｄ］化合物を含有することができる。また、本発明の効果を損なわない限りそ
の他の任意成分を含有してもよい。以上の組成を有する本実施の形態の感放射線性樹脂組
成物は、ネガ型の感放射線性樹脂組成物としての使用が可能である。以下、本実施の形態
の感放射線性樹脂組成物に含有される各成分について説明する。
【００５３】
＜［Ａ］アルカリ可溶性樹脂＞
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂としては、カルボキシル基を有することで、アルカリ現像性
を有する樹脂であれば、特に限定されない。そして、（メタ）アクリロイルオキシ基を有
する構造単位およびエポキシ基を有する構造単位からなる群より選ばれる少なくとも１種
の構造単位を含む共重合体であることが好ましい。［Ａ］アルカリ可溶性樹脂が、上記特
定構造単位を含むことで、優れた表面硬化性および深部硬化性を有する硬化膜を形成する
ことができる。
【００５４】
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂は、（Ａ１）不飽和カルボン酸および不飽和カルボン酸無水
物からなる群より選択される少なくとも１種（以下、「（Ａ１）化合物」とも称する。）
と、（Ａ２）エポキシ基含有不飽和化合物（以下、「（Ａ２）化合物」とも称する。）と
を共重合して合成することができる。そして、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂は、不飽和カル
ボン酸および不飽和カルボン酸無水物からなる群より選ばれる少なくとも１種から形成さ
れる構成単位並びにエポキシ基含有不飽和化合物から形成される構成単位を含む共重合体
となる。
【００５５】
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂は、例えば、溶媒中で重合開始剤の存在下、カルボキシル基
含有構造単位を与える（Ａ１）化合物と、エポキシ基含有構造単位を与える（Ａ２）化合
物とを共重合することによって製造できる。また、（Ａ３）水酸基含有構造単位を与える
水酸基含有不飽和化合物（以下、「（Ａ３）化合物」とも称する。）をさらに加えて、共
重合体とすることもできる。さらに、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の製造においては、上記
（Ａ１）化合物、（Ａ２）化合物および（Ａ３）化合物と共に、（Ａ４）化合物（上記（
Ａ１）、（Ａ２）および（Ａ３）化合物に由来する構造単位以外の構造単位を与える不飽
和化合物）をさらに加えて、共重合体とすることもできる。以下、各化合物を詳述する。
【００５６】
［（Ａ１）化合物］
　（Ａ１）化合物としては、不飽和モノカルボン酸、不飽和ジカルボン酸、不飽和ジカル
ボン酸の無水物、多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイルオキシアルキル〕エステ
ル、両末端にカルボキシル基と水酸基とを有するポリマーのモノ（メタ）アクリレート、
カルボキシル基を有する不飽和多環式化合物及びその無水物等が挙げられる。
【００５７】
　不飽和モノカルボン酸としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等；
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　不飽和ジカルボン酸としては、例えば、マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、メサコ
ン酸、イタコン酸等；
　不飽和ジカルボン酸の無水物としては、例えば、上記ジカルボン酸として例示した化合
物の無水物等；
　多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイルオキシアルキル〕エステルとしては、例
えば、コハク酸モノ〔２－（メタ）アクリロイルオキシエチル〕、フタル酸モノ〔２－（
メタ）アクリロイルオキシエチル〕等；
　両末端にカルボキシル基と水酸基とを有するポリマーのモノ（メタ）アクリレートとし
ては、例えば、ω－カルボキシポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレート等；
　カルボキシル基を有する不飽和多環式化合物及びその無水物としては、例えば、５－カ
ルボキシビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ジカルボキシビシクロ［２
．２．１］ヘプト－２－エン、５－カルボキシ－５－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－２－エン、５－カルボキシ－５－エチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、
５－カルボキシ－６－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－カルボキシ
－６－エチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ジカルボキシビシクロ
［２．２．１］ヘプト－２－エン無水物等が挙げられる。
【００５８】
　これらの（Ａ１）化合物のうち、モノカルボン酸、ジカルボン酸無水物、アクリル酸、
メタクリル酸、無水マレイン酸が好ましく、アクリル酸、メタクリル酸、無水マレイン酸
が共重合反応性、アルカリ水溶液に対する溶解性および入手の容易性からより好ましい。
これらの（Ａ１）化合物は、単独で使用してもよいし２種以上を混合して使用してもよい
。
　（Ａ１）化合物の使用割合としては、（Ａ１）化合物並びに（Ａ２）化合物（必要に応
じて任意の（Ａ３）化合物および（Ａ４）化合物）の合計に基づいて、５質量％～３０質
量％が好ましく、１０質量％～２５質量％がより好ましい。（Ａ１）化合物の使用割合を
５質量％～３０質量％とすることによって、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂のアルカリ水溶液
に対する溶解性を最適化すると共に、放射線性感度に優れる絶縁膜が得られる。
【００５９】
［（Ａ２）化合物］
　（Ａ２）化合物はラジカル重合性を有するエポキシ基含有不飽和化合物である。エポキ
シ基としては、オキシラニル基（１，２－エポキシ構造）、オキセタニル基（１，３－エ
ポキシ構造）が挙げられる。
【００６０】
　オキシラニル基を有する不飽和化合物としては、例えば、アクリル酸グリシジル、メタ
クリル酸グリシジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル、α－エチルアクリル酸グリシ
ジル、α－ｎ－プロピルアクリル酸グリシジル、α－ｎ－ブチルアクリル酸グリシジル、
アクリル酸３，４－エポキシブチル、メタクリル酸３，４－エポキシブチル、アクリル酸
６，７－エポキシヘプチル、メタクリル酸６，７－エポキシヘプチル、α－エチルアクリ
ル酸－６，７－エポキシヘプチル、ｏ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニル
ベンジルグリシジルエーテル、ｐ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、メタクリル酸３
，４－エポキシシクロへキシルメチル等が挙げられる。これらのうち、メタクリル酸グリ
シジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル、メタクリル酸－６，７－エポキシヘプチル
、ｏ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｐ
－ビニルベンジルグリシジルエーテル、メタクリル酸３，４－エポキシシクロヘキシルが
、共重合反応性および絶縁膜等の耐溶媒性等の向上の観点から好ましい。
【００６１】
　オキセタニル基を有する不飽和化合物としては、例えば、
　３－（アクリロイルオキシメチル）オキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－
２－メチルオキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－３－エチルオキセタン、３
－（アクリロイルオキシメチル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－アクリロイルオ
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キシエチル）オキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－エチルオキセタ
ン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－３－エチルオキセタン、３－（２－アクリ
ロイルオキシエチル）－２－フェニルオキセタン等のアクリル酸エステル；
　３－（メタクリロイルオキシメチル）オキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル
）－２－メチルオキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－３－エチルオキセタ
ン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－メタク
リロイルオキシエチル）オキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２－エ
チルオキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－３－エチルオキセタン、３
－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－メタクリ
ロイルオキシエチル）－２，２－ジフルオロオキセタン等のメタクリル酸エステル等が挙
げられる。
【００６２】
　これらの（Ａ２）化合物のうち、（メタ）アクリル酸グリシジルが好ましい。これらの
（Ａ２）化合物は、単独で使用してもよいし２種以上を混合して使用してもよい。
　（Ａ２）化合物の使用割合としては、（Ａ１）化合物並びに（Ａ２）化合物（必要に応
じて任意の（Ａ３）化合物および（Ａ４）化合物）の合計に基づいて、５質量％～６０質
量％が好ましく、１０質量％～５０質量％がより好ましい。（Ａ２）化合物の使用割合を
５質量％～６０質量％とすることによって、優れた硬化性等を有する硬化膜として絶縁膜
を形成することができる。
【００６３】
［（Ａ３）化合物］
　（Ａ３）化合物としては、まず、水酸基を有する（メタ）アクリル酸エステル、フェノ
ール性水酸基を有する（メタ）アクリル酸エステル、ヒドロキシスチレンが挙げられる。
　水酸基を有するアクリル酸エステルとしては、アクリル酸２－ヒドロキシエチル、アク
リル酸３－ヒドロキシプロピル、アクリル酸４－ヒドロキシブチル、アクリル酸５－ヒド
ロキシペンチル、アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル等が挙げられる。
　また、水酸基を有するメタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸２－ヒドロキシエ
チル、メタクリル酸３－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸４－ヒドロキシブチル、メタ
クリル酸５－ヒドロキシペンチル、メタクリル酸６－ヒドロキシヘキシル等が挙げられる
。
【００６４】
　フェノール性水酸基を有するアクリル酸エステルとしては、２－ヒドロキシエチルアク
リレート、４－ヒドロキシフェニルアクリレート等が挙げられる。フェノール性水酸基を
有するメタクリル酸エステルとしては、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、４－ヒド
ロキシフェニルメタクリレート等が挙げられる。
　ヒドロキシスチレンとしては、ｏ－ヒドロキシスチレン、ｐ－ヒドロキシスチレン、α
－メチル－ｐ－ヒドロキシスチレンが好ましい。これらの（Ａ３）化合物は、単独で使用
してもよいし２種以上を混合して使用してもよい。
　（Ａ３）化合物の使用割合としては、（Ａ１）化合物、（Ａ２）化合物並びに（Ａ３）
化合物（必要に応じて任意の（Ａ４）化合物）の合計に基づいて、１質量％～３０質量％
が好ましく、５質量％～２５質量％がより好ましい。
【００６５】
［（Ａ４）化合物］
　（Ａ４）化合物は、上記の（Ａ１）化合物、（Ａ２）化合物および（Ａ３）化合物以外
での不飽和化合物であれば特に制限されるものではない。（Ａ４）化合物としては、例え
ば、メタクリル酸鎖状アルキルエステル、メタクリル酸環状アルキルエステル、アクリル
酸鎖状アルキルエステル、アクリル酸環状アルキルエステル、メタクリル酸アリールエス
テル、アクリル酸アリールエステル、不飽和ジカルボン酸ジエステル、ビシクロ不飽和化
合物、マレイミド化合物、不飽和芳香族化合物、共役ジエン、テトラヒドロフラン骨格、
フラン骨格、テトラヒドロピラン骨格、ピラン骨格等をもつ不飽和化合物およびその他の
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不飽和化合物等が挙げられる。
【００６６】
　メタクリル酸鎖状アルキルエステルとしては、例えば、メタクリル酸メチル、メタクリ
ル酸エチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｓｅｃ－ブチル、メタクリル酸ｔ－
ブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸イソデシル、メタクリル酸ｎ－
ラウリル、メタクリル酸トリデシル、メタクリル酸ｎ－ステアリル等が挙げられる。
　メタクリル酸環状アルキルエステルとしては、例えば、メタクリル酸シクロヘキシル、
メタクリル酸２－メチルシクロヘキシル、メタクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，

６］デカン－８－イル、メタクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８－
イルオキシエチル、メタクリル酸イソボロニル等が挙げられる。
【００６７】
　アクリル酸鎖状アルキルエステルとしては、例えば、アクリル酸メチル、アクリル酸エ
チル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、アク
リル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸イソデシル、アクリル酸ｎ－ラウリル、アクリル
酸トリデシル、アクリル酸ｎ－ステアリル等が挙げられる。
　アクリル酸環状アルキルエステルとしては、例えば、シクロヘキシルアクリレート、２
－メチルシクロヘキシルアクリレート、トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８
－イルアクリレート、トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８－イルオキシエチ
ルアクリレート、イソボロニルアクリレート等が挙げられる。
【００６８】
　メタクリル酸アリールエステルとしては、例えば、メタクリル酸フェニル、メタクリル
酸ベンジル等が挙げられる。
　アクリル酸アリールエステルとしては、例えば、フェニルアクリレート、ベンジルアク
リレート等が挙げられる。
　不飽和ジカルボン酸ジエステルとしては、例えば、マレイン酸ジエチル、フマル酸ジエ
チル、イタコン酸ジエチル等が挙げられる。
【００６９】
　ビシクロ不飽和化合物としては、例えば、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、
５－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－エチルビシクロ［２．２．１
］ヘプト－２－エン、５－メトキシビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－エト
キシビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン等が挙げられる。
　マレイミド化合物としては、例えば、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマ
レイミド、Ｎ－ベンジルマレイミド、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）マレイミド、Ｎ－
（４－ヒドロキシベンジル）マレイミド、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドベンゾ
エート、Ｎ－スクシンイミジル－４－マレイミドブチレート、Ｎ－スクシンイミジル－６
－マレイミドカプロエート、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドプロピオネート、Ｎ
－（９－アクリジニル）マレイミド等が挙げられる。
【００７０】
　不飽和芳香族化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ｍ－メチルス
チレン、ｐ－メチルスチレン、ビニルトルエン、ｐ－メトキシスチレン等が挙げられる。
　共役ジエンとしては、例えば、１，３－ブタジエン、イソプレン、２，３－ジメチル－
１，３－ブタジエン等が挙げられる。
　テトラヒドロフラン骨格を含有する不飽和化合物としては、例えば、テトラヒドロフル
フリル（メタ）アクリレート、２－メタクリロイルオキシ－プロピオン酸テトラヒドロフ
ルフリルエステル、３－（メタ）アクリロイルオキシテトラヒドロフラン－２－オン等が
挙げられる。
【００７１】
　フラン骨格を含有する不飽和化合物としては、例えば、２－メチル－５－（３－フリル
）－１－ペンテン－３－オン、フルフリル（メタ）アクリレート、１－フラン－２－ブチ
ル－３－エン－２－オン、１－フラン－２－ブチル－３－メトキシ－３－エン－２－オン
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、６－（２－フリル）－２－メチル－１－ヘキセン－３－オン、６－フラン－２－イル－
ヘキシ－１－エン－３－オン、アクリル酸－２－フラン－２－イル－１－メチル－エチル
エステル、６－（２－フリル）－６－メチル－１－ヘプテン－３－オン等が挙げられる。
　テトラヒドロピラン骨格を含有する不飽和化合物としては、例えば、（テトラヒドロピ
ラン－２－イル）メチルメタクリレート、２，６－ジメチル－８－（テトラヒドロピラン
－２－イルオキシ）－オクト－１－エン－３－オン、２－メタクリル酸テトラヒドロピラ
ン－２－イルエステル、１－（テトラヒドロピラン－２－オキシ）－ブチル－３－エン－
２－オン等が挙げられる。
【００７２】
　ピラン骨格を含有する不飽和化合物としては、例えば、４－（１，４－ジオキサ－５－
オキソ－６－ヘプテニル）－６－メチル－２－ピラン、４－（１，５－ジオキサ－６－オ
キソ－７－オクテニル）－６－メチル－２－ピラン等が挙げられる。
　その他の不飽和化合物としては、例えば、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、塩
化ビニル、塩化ビニリデン、アクリルアミド、メタクリルアミド、酢酸ビニル等が挙げら
れる。
【００７３】
　これらの（Ａ４）化合物のうち、メタクリル酸鎖状アルキルエステル、メタクリル酸環
状アルキルエステル、メタクリル酸アリールエステル、マレイミド化合物、テトラヒドロ
フラン骨格、フラン骨格、テトラヒドロピラン骨格、ピラン骨格、不飽和芳香族化合物、
アクリル酸環状アルキルエステルが好ましい。これらのうち、スチレン、メタクリル酸メ
チル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ラウリル、メタクリル酸ベンジル、メ
タクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８－イル、ｐ－メトキシスチレ
ン、２－メチルシクロヘキシルアクリレート、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキ
シルマレイミド、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコー
ル（ｎ＝２～１０）モノ（メタ）アクリレート、３－（メタ）アクリロイルオキシテトラ
ヒドロフラン－２－オンが、共重合反応性及びアルカリ水溶液に対する溶解性の点からよ
り好ましい。これらの（Ａ４）化合物は、単独で使用してもよいし２種以上を混合して使
用してもよい。
【００７４】
　（Ａ４）化合物の使用割合としては、（Ａ１）化合物、（Ａ２）化合物並びに（Ａ４）
化合物（および任意の（Ａ３）化合物）の合計に基づいて、１０質量％～８０質量％が好
ましい。
【００７５】
＜［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の合成方法１＞
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂は、例えば、溶媒中で重合開始剤の存在下、上記（Ａ１）化
合物並びに（Ａ２）化合物（任意の（Ａ３）化合物および（Ａ４）化合物）を共重合する
ことによって製造できる。かかる合成方法によれば、少なくともエポキシ基含有構造単位
を含む共重合体を合成することができる。
【００７６】
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂を製造するための重合反応に用いられる溶媒としては、例え
ば、アルコール、グリコールエーテル、エチレングリコールアルキルエーテルアセテート
、ジエチレングリコールモノアルキルエーテル、ジエチレングリコールジアルキルエーテ
ル、ジプロピレングリコールジアルキルエーテル、プロピレングリコールモノアルキルエ
ーテル、プロピレングリコールアルキルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノ
アルキルエーテルプロピオネート、ケトン、エステル等が挙げられる。
【００７７】
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂を製造するための重合反応に用いられる重合開始剤としては
、一般的にラジカル重合開始剤として知られているものが使用できる。ラジカル重合開始
剤としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）、２，２’－
アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス－（４－メトキシ
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　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂を製造するための重合反応においては、分子量を調整するた
めに、分子量調整剤を使用できる。分子量調整剤としては、例えば、クロロホルム、四臭
化炭素等のハロゲン化炭化水素類；ｎ－ヘキシルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタ
ン、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン、チオグリコール酸等のメル
カプタン類；ジメチルキサントゲンスルフィド、ジイソプロピルキサントゲンジスルフィ
ド等のキサントゲン類；ターピノーレン、α－メチルスチレンダイマー等が挙げられる。
【００７８】
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）としては、１，０００～３０，０
００が好ましく、５，０００～２０，０００がより好ましい。［Ａ］アルカリ可溶性樹脂
のＭｗを上記範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の感度および現像性を高めること
ができる。尚、本明細書における重合体のＭｗ及び数平均分子量（Ｍｎ）は下記の条件に
よるゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）により測定した。
装置：ＧＰＣ－１０１（昭和電工製）
カラム：ＧＰＣ－ＫＦ－８０１、ＧＰＣ－ＫＦ－８０２、ＧＰＣ－ＫＦ－８０３およびＧ
ＰＣ－ＫＦ－８０４を結合
移動相：テトラヒドロフラン
カラム温度：４０℃
流速：１．０ｍＬ／分
試料濃度：１．０質量％
試料注入量：１００μＬ
検出器：示差屈折計
標準物質：単分散ポリスチレン
【００７９】
＜［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の合成方法２＞
　また、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂は、例えば、上述の（Ａ１）化合物を１種以上使用し
て合成できる共重合体（以下、「特定共重合体」とも称する。）と、上記（Ａ２）化合物
とを反応させて合成できる。かかる合成方法によれば、少なくとも（メタ）アクリロイル
オキシ基を有する構造単位を含む共重合体を合成することができる。
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂が含む（メタ）アクリロイルオキシ基を有する構造単位は、
下記式（３）で表される。この構造単位は、（Ａ１）化合物に由来する特定共重合体中の
カルボキシル基と（Ａ２）化合物のエポキシ基とが反応し、エステル結合を形成して得ら
れる。
【００８０】
【化５】

【００８１】
　上記式（３）中、Ｒ２０およびＲ２１は、それぞれ独立して水素原子またはメチル基で
ある。ｃは、１～６の整数である。Ｒ２２は、下記式（４－１）または（４－２）で表さ
れる２価の基である。
【００８２】
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【化６】

【００８３】
　上記式（４－１）中、Ｒ２３は、水素原子またはメチル基である。上記式（４－１）お
よび式（４－２）中、＊は、酸素原子と結合する部位を示す。
【００８４】
　上記式（３）で表される構造単位について、例えば、カルボキシル基を有する共重合体
に、（Ａ２）化合物としてメタクリル酸グリシジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル
等の化合物を反応させた場合、式（３）中のＲ２２は、式（４－１）となる。一方、（Ａ
２）化合物としてメタクリル酸３，４－エポキシシクロヘキシルメチル等の化合物を反応
させた場合、式（３）中のＲ２２は、式（４－２）となる。
【００８５】
　特定共重合体の合成に際しては、（Ａ１）化合物以外の化合物、例えば、上述の（Ａ３
）化合物、（Ａ４）化合物等を共重合成分として用いてもよい。これらの化合物としては
、共重合反応性の点から、メタクリル酸メチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸
ベンジル、メタクリル酸２－ヒドロキシエチルエステル、メタクリル酸トリシクロ［５．
２．１．０２,６］デカン－８－イル、スチレン、ｐ－メトキシスチレン、メタクリル酸
テトラヒドロフラン－２－イル、１，３－ブタジエンが好ましい。
【００８６】
　特定共重合体の共重合の方法としては、例えば、（Ａ１）化合物、および必要に応じて
（Ａ３）化合物等を、溶媒中ラジカル重合開始剤を使用して重合する方法が挙げられる。
ラジカル重合開始剤としては、上述の［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の項で例示したものと同
様のものが挙げられる。ラジカル重合開始剤の使用量としては、重合性不飽和化合物１０
０質量％に対して、通常０．１質量％～５０質量％、好ましくは０．１質量％～２０質量
％である。特定共重合体は、重合反応溶液のまま［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の製造に供し
てもよく、共重合体を一旦溶液から分離した後に［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の製造に供し
てもよい。
【００８７】
　特定共重合体のＭｗとしては、２，０００～１００，０００が好ましく、５，０００～
５０，０００がより好ましい。Ｍｗを２，０００以上とすることで、絶縁膜の十分な現像
マージンを得ると共に、形成される塗膜の残膜率（パターン状薄膜が適正に残存する比率
）の低下を防止し、さらには得られるパターンの形状や耐熱性等を良好に保つことができ
る。一方、Ｍｗを１００，０００以下とすることで、高度な感度を保持し、良好なパター
ン形状を得ることができる。また、特定共重合体の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）としては、
５．０以下が好ましく、３．０以下がより好ましい。Ｍｗ／Ｍｎを５．０以下とすること
で、得られるパターンの形状を良好に保つことができる。また、上記特定範囲のＭｗ／Ｍ
ｎを有する特定共重合体を含む絶縁膜は、高度な現像性を有し、現像工程において、現像
残りを生じることなく容易に所定パターン形状を形成することができる。
【００８８】
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の（Ａ１）化合物に由来する構造単位の含有率としては、５
質量％～６０質量％が好ましく、７質量％～５０質量％がより好ましく、８質量％～４０
質量％が特に好ましい。
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂の（Ａ１）化合物以外の（Ａ３）化合物、（Ａ４）化合物等
の化合物に由来する構造単位の含有率としては、１０質量％～９０質量％、２０質量％～
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８０質量％である。
【００８９】
　特定共重合体と（Ａ２）化合物との反応においては、必要に応じて適当な触媒の存在下
において、好ましくは重合禁止剤を含む共重合体の溶液に、エポキシ基を有する不飽和化
合物を投入し、加温下で所定時間攪拌する。上記触媒としては、例えば、テトラブチルア
ンモニウムブロミド等が挙げられる。上記重合禁止剤としては、例えば、ｐ－メトキシフ
ェノール等が挙げられる。反応温度としては、７０℃～１００℃が好ましい。反応時間と
しては、８時間～１２時間が好ましい。
【００９０】
　（Ａ２）化合物の使用割合としては、共重合体中の（Ａ１）化合物に由来するカルボキ
シル基に対して、５質量％～９９質量％が好ましく、１０質量％～９７質量％がより好ま
しい。（Ａ２）化合物の使用割合を上記範囲とすることで、共重合体との反応性、硬化膜
の硬化性等がより向上する。（Ａ２）化合物は、単独でまたは２種以上を混合して使用で
きる。
【００９１】
＜［Ｂ］重合性化合物＞
　本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜の製造に用いられる、本実施の形態の感放射線性樹
脂組成物に含有される［Ｂ］重合性化合物について説明する。
　［Ｂ］重合性化合物として使用できるものは、例えば、ω－カルボキシポリカプロラク
トンモノ（メタ）アクリレート、エチレングリコール（メタ）アクリレート、１，６－ヘ
キサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノキシ
エタノールフルオレンジ（メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（メタ）アクリロイロキシプロピルメタクリレー
ト、２－（２’－ビニロキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリ（２－（メ
タ）アクリロイロキシエチル）フォスフェート、エチレンオキサイド変性ジペンタエリス
リトールヘキサアクリレート、コハク酸変性ペンタエリスリトールトリアクリレート等の
他、直鎖アルキレン基および脂環式構造を有しかつ２個以上のイソシアネート基を有する
化合物と、分子内に１個以上の水酸基を有しかつ３個～５個の（メタ）アクリロイロキシ
基を有する化合物とを反応させて得られるウレタン（メタ）アクリレート化合物等が挙げ
られる。
【００９２】
　使用可能な［Ｂ］重合性化合物の市販品としては、例えば、
　アロニックス（登録商標）Ｍ－４００、同Ｍ－４０２、同Ｍ－４０５、同Ｍ－４５０、
同Ｍ－１３１０、同Ｍ－１６００、同Ｍ－１９６０、同Ｍ－７１００、同Ｍ－８０３０、
同Ｍ－８０６０、同Ｍ－８１００、同Ｍ－８５３０、同Ｍ－８５６０、同Ｍ－９０５０、
アロニックス（登録商標）ＴＯ－７５６、同ＴＯ－１４５０、同ＴＯ－１３８２（以上、
東亞合成社）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）　ＤＰＨＡ、同ＤＰＣＡ－２０、同ＤＰＣＡ
－３０、同ＤＰＣＡ－６０、同ＤＰＣＡ－１２０、同ＭＡＸ－３５１０（以上、日本化薬
社）、ビスコート２９５、同３００、同３６０、同ＧＰＴ、同３ＰＡ、同４００（以上、
大阪有機化学工業社）、ウレタンアクリレート系化合物としてニューフロンティア（登録
商標）　Ｒ－１１５０（第一工業製薬社）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）　ＤＰＨＡ、Ｋ
ＡＹＡＲＡＤ（登録商標）　ＤＰＨＡ－４０Ｈ、ＵＸ－５０００（日本化薬社）、ＵＮ－
９０００Ｈ（根上工業社）、アロニックス（登録商標）Ｍ－５３００、同Ｍ－５６００、
同Ｍ－５７００、Ｍ－２１０、同Ｍ－２２０、同Ｍ－２４０、同Ｍ－２７０、同Ｍ－６２
００、同Ｍ－３０５、同Ｍ－３０９、同Ｍ－３１０、同Ｍ－３１５（以上、東亞合成社）
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、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）　ＨＤＤＡ、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）　ＨＸ－２２０
、同ＨＸ－６２０、同Ｒ－５２６、同Ｒ－１６７、同Ｒ－６０４、同Ｒ－６８４、同Ｒ－
５５１、同Ｒ－７１２、ＵＸ－２２０１、ＵＸ－２３０１、ＵＸ－３２０４、ＵＸ－３３
０１、ＵＸ－４１０１、ＵＸ－６１０１、ＵＸ－７１０１、ＵＸ－８１０１、ＵＸ－０９
３７、ＭＵ－２１００、ＭＵ－４００１（以上、日本化薬社）、アートレジンＵＮ－９０
００ＰＥＰ、同ＵＮ－９２００Ａ、同ＵＮ－７６００、同ＵＮ－３３３、同ＵＮ－１００
３、同ＵＮ－１２５５、同ＵＮ－６０６０ＰＴＭ、同ＵＮ－６０６０Ｐ、同ＳＨ－５００
Ｂ（以上、根上工業社）、ビスコート２６０、同３１２、同３３５ＨＰ（以上、大阪有機
化学工業社）等が挙げられる。
【００９３】
　［Ｂ］重合性化合物は、単独または２種以上を混合して使用できる。感放射線性樹脂組
成物における［Ｂ］重合性化合物の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００
質量部に対して２０質量部～２００質量部が好ましく、４０質量部～１６０質量部がより
好ましい。［Ｂ］重合性化合物の使用割合を上記範囲とすることで、密着性に優れ低露光
量においても十分な硬度を有した硬化膜を形成でき、優れた絶縁膜を提供できる。
【００９４】
＜［Ｃ］重合開始剤＞
　本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜の製造に用いられる、本実施の形態の感放射線性樹
脂組成物に含有される［Ｃ］重合開始剤について説明する。
　［Ｃ］重合開始剤は、感放射線性重合開始剤であり、放射線に感応して［Ｂ］重合性化
合物の重合を開始しうる活性種を生じる成分である。このような［Ｃ］重合開始剤として
は、Ｏ－アシルオキシム化合物、アセトフェノン化合物、ビイミダゾール化合物等が挙げ
られる。これらの化合物は、単独で使用してもよいし２種以上を混合して使用してもよい
。
【００９５】
　Ｏ－アシルオキシム化合物としては、例えば、１，２－オクタンジオン１－［４－（フ
ェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）］、エタノン－１－〔９－エチル－６－
（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキ
シム）、１－〔９－エチル－６－ベンゾイル－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－オ
クタン－１－オンオキシム－Ｏ－アセテート、１－〔９－エチル－６－（２－メチルベン
ゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベン
ゾエート、１－〔９－ｎ－ブチル－６－（２－エチルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾ
ール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベンゾエート、エタノン－１－［９
－エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カル
バゾール－３－イル］－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－
６－（２－メチル－４－テトラヒドロピラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－
３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－６－（２－
メチル－５－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕
－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－６－｛２－メチル－４
－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メトキシベンゾイル｝－９．Ｈ．－カ
ルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）等が挙げられる。
【００９６】
　これらのうち、１，２－オクタンジオン１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベン
ゾイルオキシム）］、エタノン－１－〔９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９
Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－
エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルメトキシベンゾイル）－９．Ｈ．
－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）またはエタノン－１－〔９
－エチル－６－｛２－メチル－４－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メト
キシベンゾイル｝－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム
）が好ましい。
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【００９７】
　アセトフェノン化合物としては、例えば、α－アミノケトン化合物、α－ヒドロキシケ
トン化合物が挙げられる。
　α－アミノケトン化合物としては、例えば、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－
（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－ジメチルアミノ－２－（４－メチ
ルベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オン、２
－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン等が
挙げられる。
【００９８】
　α－ヒドロキシケトン化合物としては、例えば、１－フェニル－２－ヒドロキシ－２－
メチルプロパン－１－オン、１－（４－ｉ－プロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－
メチルプロパン－１－オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキ
シ－２－プロピル）ケトン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等が挙げられ
る。
　これらのうちα－アミノケトン化合物が好ましく、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ
－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－ジメチルアミノ－２－（４
－メチルベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オ
ン、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オ
ンがより好ましい。
【００９９】
　ビイミダゾール化合物としては、例えば、２，２’－ビス（２－クロロフェニル）－４
，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’－ビス（２，
４－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾ
ールまたは２，２’－ビス（２，４，６－トリクロロフェニル）－４，４’，５，５’－
テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾールが好ましく、そのうち、２，２’－ビス（２
，４－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダ
ゾールがより好ましい。
【０１００】
　［Ｃ］重合開始剤は、単独でまたは２種以上を混合して使用できる。［Ｃ］重合開始剤
の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、１質量部～４０
質量部が好ましく、５質量部～３０質量部がより好ましい。［Ｃ］重合開始剤の使用割合
を１質量部～４０質量部とすることで、感放射線性樹脂組成物は、低露光量の場合でも高
い耐溶媒性、高い硬度および高い密着性を有する絶縁膜を形成できる。
【０１０１】
＜［Ｄ］化合物＞
　本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜の製造に用いられる、本実施の形態の感放射線性樹
脂組成物は、［Ｄ］化合物を含有することができる。［Ｄ］化合物は、硬化剤としての機
能を果たす化合物である。したがって、便宜上、［Ｄ］化合物（硬化剤）や［Ｄ］硬化剤
などと称することもある。［Ｄ］化合物は、下記式（１）で表される化合物、下記式（２
）で表される化合物、３級アミン化合物、アミン塩、ホスホニウム塩、アミジン塩、アミ
ド化合物、チオール化合物、ブロックイソシアネート化合物およびイミダゾール環含有化
合物からなる群より選ばれる少なくとも１つの化合物である。感放射線性樹脂組成物が、
その特定の化合物群から選択される［Ｄ］化合物を含有することで絶縁膜の低温硬化を実
現することができる。併せて、感放射線性樹脂組成物の保存安定性を向上させることもで
きる。以下、各化合物を詳述する。
【０１０２】
［式（１）および式（２）で表される化合物］
　［Ｄ］化合物としては、下記式（１）および下記式（２）で表される化合物からなる群
より選ばれる少なくとも１種の化合物であることが好ましい。［Ｄ］化合物として、アミ
ノ基と電子欠乏基とを有する、上述の特定化合物を選択することで、絶縁膜の低温硬化を



(22) JP 2013-25203 A 2013.2.4

10

20

30

40

50

実現することができる。併せて、感放射線性樹脂組成物の保存安定性を向上させることも
できる。さらに、得られた絶縁膜を有するアレイ基板を備えた液晶表示素子の電圧保持率
をより向上できる。
【０１０３】
【化７】

【０１０４】
【化８】

【０１０５】
　上記式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはアミ
ノ基である。但し、Ｒ１～Ｒ６のうち少なくとも１つは電子吸引性基であり、かつＲ１～
Ｒ６のうち少なくとも１つはアミノ基であり、上記アミノ基は、水素原子の全部または一
部が炭素数１～６のアルキル基で置換されていてもよい。
　上記式（２）中、Ｒ７～Ｒ１６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基またはア
ミノ基である。但し、Ｒ７～Ｒ１６のうち少なくとも１つはアミノ基である。また、その
アミノ基は、水素原子の全部または一部が炭素数２～６のアルキレン基で置換されていて
もよい。Ａは、単結合、カルボニル基、カルボニルオキシ基、カルボニルメチレン基、ス
ルフィニル基、スルホニル基、メチレン基または炭素数２～６のアルキレン基である。但
し、上記メチレン基およびアルキレン基は、水素原子の全部または一部がシアノ基、ハロ
ゲン原子またはフルオロアルキル基で置換されていてもよい。
【０１０６】
　上記式（１）および上記式（２）のＲ１～Ｒ１６が示す電子吸引性基としては、例えば
、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、トリフルオロメチル基、カルボキシル基、アシル
基、アルキルスルホニル基、アルキルオキシスルフォニル基、ジシアノビニル基、トリシ
アノビニル基、スルホニル基等が挙げられる。これらのうち、ニトロ基、アルキルオキシ
スルフォニル基、トリフルオロメチル基が好ましい。Ａが示す基としては、スルホニル基
、フルオロアルキル基で置換されていてもよいメチレン基が好ましい。
【０１０７】
　上記式（１）および式（２）で表される化合物としては、
　２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，３－ビス（４－ア
ミノフェニル）スクシノニトリル、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’－ジア
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ミノフェニルベンゾエート、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、１，４－ジアミノ
－２－クロロベンゼン、１，４－ジアミノ－２－ブロモベンゼン、１，４－ジアミノ－２
－ヨードベンゼン、１，４－ジアミノ－２－ニトロベンゼン、１，４－ジアミノ－２－ト
リフルオロメチルベンゼン、２，５－ジアミノベンゾニトリル、２，５－ジアミノアセト
フェノン、２，５－ジアミノ安息香酸、２，２’－ジクロロベンジジン、２，２’－ジブ
ロモベンジジン、２，２’－ジヨードベンジジン、２，２’－ジニトロベンジジン、２，
２’－ビス（トリフルオロメチル）ベンジジン、３－アミノベンゼンスルホン酸エチル、
３，５－ビストリフルオロメチル－１，２－ジアミノベンゼン、４－アミノニトロベンゼ
ン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－ニトロアニリンが好ましく、４，４’－ジアミノジフェニル
スルホン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２’－ビ
ス（トリフルオロメチル）ベンジジン、３－アミノベンゼンスルホン酸エチル、３，５－
ビストリフルオロメチル－１，２－ジアミノベンゼン、４－アミノニトロベンゼン、Ｎ，
Ｎ－ジメチル－４－ニトロアニリンがより好ましい。
【０１０８】
　上記式（１）および上記式（２）で表される化合物は、単独でまたは２種以上を混合し
て使用できる。上記式（１）および上記式（２）で表される化合物の含有割合としては、
［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、０．１質量部～２０質量部が好ましく
、０．２質量部～１０質量部がより好ましい。上記式（１）および上記式（２）で表され
る化合物の含有割合を上記範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物から形成される絶縁
膜の硬化促進を実現することができる。併せて、感放射線性樹脂組成物の保存安定性を向
上し、さらに、得られた絶縁膜を有するアレイ基板を備えた液晶表示素子の電圧保持率を
高いレベルで保持できる。
【０１０９】
［３級アミン化合物］
　反応性の高い一般的な１級アミン化合物や２級アミン化合物をエポキシ化合物と共存さ
せると、組成物溶液の保存中にアミンのエポキシ基への求核攻撃により硬化反応が進行し
、製品としての品質を損なうおそれがある。しかし、３級アミンを使用した場合は、比較
的反応性が低いことに起因してか組成部中ではエポキシ化合物と共存させても保存安定性
は良好となる。
　３級アミン化合物としては、下記式（５）で表される化合物からなる群より選択される
少なくとも１種を使用することができる。
【０１１０】
【化９】

【０１１１】
　上記式（５）中、Ｒ２４～Ｒ２６は、それぞれ独立して炭素数１～２０のアルキル基、
炭素数６～１８のアリール基または炭素数７～３０のアラルキル基である。但し、Ｒ２４

およびＲ２５は互いに結合して、それらが結合する窒素原子と共に環構造を形成していて
もよい。上記アルキル基、アリール基およびアラルキル基は水素原子の一部または全部が
置換されていてもよい。
【０１１２】
　上記式（５）中のＲ２４～Ｒ２６が示す上記炭素数１～２０のアルキル基としては、例
えば、直鎖状または分岐状のメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、
ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、ドデシル基、
トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オ
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クタデシル基、ノナデシル基、エイコシル基等が挙げられる。
　上記式（５）中のＲ２４～Ｒ２６が示す炭素数６～１８のアリール基としては、例えば
、フェニル基、ナフチル基等が挙げられる。
　上記式（５）中のＲ２４～Ｒ２６が示す炭素数７～３０のアラルキル基としては、例え
ば、ベンジル基、フェネチル基等が挙げられる。
【０１１３】
　３級アミン化合物としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、トリフェニル
アミン、トリブチルアミン、トリオクチルアミン、トリドデシルアミン、ジブチルベンジ
ルアミン、トリナフチルアミン、Ｎ－エチル－Ｎ－メチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジエチルア
ニリン、Ｎ－フェニル－Ｎ－メチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｐ－トルイジン、Ｎ，
Ｎ－ジメチル－４－ブロモアニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－メトキシアニリン、Ｎ－フ
ェニルピペリジン、Ｎ－（４－メトキシフェニル）ピペリジン、Ｎ－フェニル－１，２，
３，４－テトラヒドロイソキノリン、６－ベンジルオキシ－Ｎ－フェニル－７－メトキシ
－１，２，３，４－テトラヒドロイソキノリン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルピペラジン、Ｎ，Ｎ
－ジメチルシクロヘキシルアミン、２－ジメチルアミノメチルフェノール、２，４，６－
トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール等が挙げられる。
【０１１４】
　これらの３級アミン化合物のうち、トリオクチルアミン、２－ジメチルアミノメチルフ
ェノール、Ｎ，Ｎ－ジエチルアニリン等が好ましい。３級アミン化合物は、単独でまたは
２種以上を混合して使用することができる。感放射線性樹脂組成物における３級アミン化
合物の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、０．１質量
部～１０質量部が好ましく、０．５質量部～５質量部がより好ましい。３級アミン化合物
の含有割合を上記特定範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の保存安定性と低温硬化
とをより高いレベルで両立できる。
【０１１５】
［アミン塩およびホスホニウム塩］
　アミン塩およびホスホニウム塩としては、下記式（６）で表される化合物からなる群よ
り選ばれる少なくとも１種を使用することができる。
【０１１６】
【化１０】

【０１１７】
　上記式（６）中、Ａ１は、窒素原子またはリン原子である。Ｒ２７～Ｒ３０は、それぞ
れ独立して、水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数６～１８のアリール基また
は炭素数７～３０のアラルキル基である。但し、これらの基は水素原子の一部または全部
が置換されていてもよい。Ｑ－は、１価の陰イオンである。
【０１１８】
　上記式（６）中のＲ２７～Ｒ３０が示す炭素数１～２０のアルキル基としては、例えば
、直鎖状または分岐状の、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘ
キシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、ドデシル基、ト
リデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オク
タデシル基、ノナデシル基、エイコシル基等が挙げられる。
　上記式（６）中のＲ２７～Ｒ３０が示す炭素数６～１８のアリール基としては、例えば
、フェニル基、ナフチル基等が挙げられる。
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　上記式（６）中のＲ２７～Ｒ３０が示す炭素数７～３０のアラルキル基としては、例え
ば、ベンジル基、フェネチル基等が挙げられる。
【０１１９】
　上記式（６）中のＱ－が示す１価の陰イオンとしては、例えば、塩化物イオン、臭化物
イオン、ヨウ化物イオン、シアン化物イオン、硝酸イオン、亜硝酸イオン、次亜塩素酸イ
オン、亜塩素酸イオン、塩素酸イオン、過塩素酸イオン、過マンガン酸イオン、炭酸水素
イオン、リン酸二水素イオン、硫化水素イオン、チオシアン酸イオン、カルボン酸イオン
、スルホン酸イオン、フェノキシドイオン、テトラフルオロボレートイオン、テトラアリ
ールボレートイオン、ヘキサフルオロアンチモネートイオン等が挙げられる。
【０１２０】
　上記式（６）中のＡ１が窒素原子である場合、すなわちアンモニウム塩としては、例え
ば、塩化テトラメチルアンモニウム、塩化テトラブチルアンモニウム、塩化ドデシルジメ
チルベンジルアンモニウム、塩化オクチルトリメチルアンモニウム、塩化デシルトリメチ
ルアンモニウム、塩化ドデシルトリメチルアンモニウム、塩化テトラデシルトリメチルア
ンモニウム、塩化セチルトリメチルアンモニウム、塩化ステアリルトリメチルアンモニウ
ム、臭化ヘキサデシルトリメチルアンモニウム、塩化ベンジルトリメチルアンモニウム、
塩化ベンジルトリエチルアンモニウム、塩化ベンザルコニウム、臭化ベンザルコニウム、
塩化ジデシルジメチルアンモニウム、塩化ジステアリルジメチルアンモニウムが挙げられ
る。
【０１２１】
　Ａ１がリン原子である場合、すなわちホスホニウム塩としては、例えば、テトラフェニ
ルホスホニウム・テトラフェニルボレート、テトラフェニルホスホニウム・テトラ（ｐ－
トリル）ボレート、テトラフェニルホスホニウム・テトラ（ｐ－エチルフェニル）ボレー
ト、テトラフェニルホスホニウム・テトラ（ｐ－メトキシフェニル）ボレート、テトラフ
ェニルホスホニウム・テトラ（ｐ－エトキシフェニル）ボレート、テトラフェニルホスホ
ニウム・テトラ（ｐ－ｔｅｒｔ－ブトキシフェニル）ボレート、テトラフェニルホスホニ
ウム・テトラ（ｍ－トリル）ボレート、テトラフェニルホスホニウム・テトラ（ｍ－メト
キシフェニル）ボレート、トリ（ｐ－トリル）フェニルホスホニウム・テトラ（ｐ－トリ
ル）ボレート、テトラ（ｐ－トリル）ホスホニウム・テトラ（ｐ－トリル）ボレート、ト
リ（ｐ－メトキシフェニル）フェニルホスホニウム・テトラ（ｐ－トリル）ボレート、テ
トラフェニルホスホニウムチオシアネート、ブチルトリフェニルホスホニウムチオシアネ
ート、メチルトリフェニルホスホニウムチオシアネート、ｐ－トリルトリフェニルホスホ
ニウムチオシアネート等が挙げられる。
【０１２２】
　これらのアミン塩およびホスホニウム塩のうち、塩化テトラメチルアンモニウム、ブチ
ルトリフェニルホスホニウムチオシアネートが好ましい。アミン塩およびホスホニウム塩
は、単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。感放射線性樹脂組成物にお
けるアミン塩およびホスホニウム塩の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１０
０質量部に対して、０．０５質量部～１０質量部が好ましく、０．１質量部～５質量部が
より好ましい。アミン塩およびホスホニウム塩の含有割合を上記特定範囲とすることで、
感放射線性樹脂組成物の保存安定性と低温硬化とをより高いレベルで両立できる。
【０１２３】
［アミジン塩］
　アミジン塩としては、下記式（７）で表される化合物の塩からなる群より選ばれる少な
くとも１種を使用することができる。
【０１２４】



(26) JP 2013-25203 A 2013.2.4

10

20

30

40

50

【化１１】

【０１２５】
　上記式（７）中、ｍは２～６の整数である。但し、アルキレン基が有する水素原子の一
部または全部が有機基で置換されていてもよい。なお、上記アルキレン基とは、テトラヒ
ドロピリミジン環中のアルキレン基および式（７）において（ＣＨ２）ｍで表されるアル
キレン基の両方をいう。
【０１２６】
　上記アルキレン基が置換基として有していてもよい有機基としては、例えば、
　メチル基、エチル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基
等の炭素数１～６のアルキル基；
　ヒドロキシメチル基、２－ヒドロキシエチル基、１－ヒドロキシプロピル基、２－ヒド
ロキシプロピル基、３－ヒドロキシプロピル基、２－ヒドロキシイソプロピル基、３－ヒ
ドロキシ－ｔ－ブチル基、６－ヒドロキシヘキシル基等の炭素数１～６のヒドロキシアル
キル基；
　ジメチルアミノ基、メチルエチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジイソプロピルアミノ
基、ジブチルアミノ基、ｔ－ブチルメチルアミノ基、ジｎ－ヘキシルアミノ基等の炭素数
２～１２のジアルキルアミノ基等が挙げられる。
【０１２７】
　上記式（７）で表される化合物としては、１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］－ノ
ネン－５（ＤＢＮ）、１，５－ジアザビシクロ［４，４，０］－デセン－５、１，８－ジ
アザビシクロ［５，４，０］－ウンデセン－７（ＤＢＵ）、５－ヒドロキシプロピル－１
，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－ウンデセン－７、５－ジブチルアミノ－１，８－
ジアザビシクロ［５，４，０］－ウンデセン－７等が挙げられる。これらのうち、ＤＢＮ
およびＤＢＵが好ましい。
【０１２８】
　上記式（７）で表される化合物が塩を形成するための酸としては、有機酸および無機酸
が挙げられる。
　有機酸としては、例えば、カルボン酸、モノアルキル炭酸、芳香族ヒドロキシ化合物、
スルホン酸等が挙げられる。
　これらの酸のうち、カルボン酸、芳香族ヒドロキシ化合物、スルホン酸が好ましく、飽
和脂肪酸、芳香族ヒドロキシ化合物、スルホン酸がより好ましく、強酸であるスルホン酸
が特に好ましく、トルエンスルホン酸、メタンスルホン酸、オクチルベンゼンスルホン酸
が最も好ましい。アミジン塩としては、ＤＢＵとトルエンスルホン酸との塩、ＤＢＵとオ
クチルベンゼンスルホン酸との塩、ＤＢＮとトルエンスルホン酸との塩、ＤＢＮとオクチ
ルベンゼンスルホン酸との塩が好ましい。
【０１２９】
　アミジン塩は、単独でまたは２種以上を混合して使用できる。感放射線性樹脂組成物に
おけるアミジン塩の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して
、０．１質量部～１０質量部が好ましく、０．５質量部～５質量部がより好ましい。アミ
ジン塩の含有割合を上記特定範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の保存安定性と低
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温硬化とをより高いレベルで両立できる。
【０１３０】
［アミド化合物］
　アミド化合物としては、下記式（８）～下記式（１０）で表されるアミド基を有する化
合物からなる群より選ばれる少なくとも１種を使用することができる。
【０１３１】
【化１２】

【０１３２】
【化１３】

【０１３３】
【化１４】

【０１３４】
　上記式（８）中、Ｒ３１およびＲ３２は、それぞれ独立して水素原子、炭素数１～１２
のアルキル基、シクロヘキシル基、フェニル基、ナフチル基、ビニル基、または２－ピリ
ジル基である。但し、上記炭素数１～１２のアルキル基、フェニル基およびナフチル基は
、炭素数１～６のアルキル基、ハロゲン原子、水酸基、カルボキシル基またはアセチル基
で置換されていてもよい。
　上記式（９）中、Ｒ３３およびＲ３４は、それぞれ独立して水素原子、炭素数１～１２
のアルキル基またはシクロヘキシル基である。Ａ２は、メチレン基、炭素数２～１２のア
ルキレン基、フェニレン基、ナフチレン基、またはビニレン基である。但し、上記メチレ
ン基、炭素数２～１２のアルキレン基、フェニレン基およびナフチレン基は、炭素数１～
６のアルキル基、ハロゲン原子で置換されていてもよい。
【０１３５】
　上記式（１０）中、Ｒ３５およびＲ３６は、それぞれ独立して水素原子、炭素数１～１
２のアルキル基またはシクロヘキシル基である。Ａ３は、メチレン基、炭素数２～１２の
アルキレン基、フェニレン基、ナフチレン基、またはビニレン基である。但し、上記メチ
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～６のアルキル基、ハロゲン原子で置換されていてもよい。
【０１３６】
　上記式（８）で表されるアミド化合物は分子内に１つのアミド結合を有する化合物であ
る。その具体例としては、例えば、アセトアミド、Ｎ－メチルアセトアミド、Ｎ－エチル
アセトアミド、フタルアミド酸、アクリルアミド、ベンズアミド、ナフトアミド、ニコチ
ンアミド、イソニコチンアミド等が挙げられる。
　これらのうち、室温での保存安定性、得られる絶縁膜の耐熱性、電圧保持率等を向上で
きる観点からアセトアミド、Ｎ－メチルアセトアミド、フタルアミド酸が好ましい。
【０１３７】
　上記式（９）および（１０）で表される化合物は分子内に２つのアミド結合を有する化
合物である。その具体例としては、例えば、フタルアミド、イソフタルアミド、テレフタ
ルアミド、マロンアミド、スクシンアミド、アジピンアミド、Ｎ，Ｎ’－ジアセチル－ｐ
－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジアセチル－ヘキサメチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ
アセチル－ドデシルメチレンジアミン等が挙げられる。
　これらのうち、保存安定性と低温硬化とを高いレベルで両立できるという観点から、イ
ソフタルアミド、アジピンアミド、Ｎ，Ｎ’－ジアセチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ
，Ｎ’－ジアセチル－ヘキサメチレンジアミンが好ましい。
【０１３８】
　アミド化合物は、単独でまたは２種以上を混合して使用できる。感放射線性樹脂組成物
におけるアミド化合物の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対
して、０．１質量部～１０質量部が好ましく、０．５質量部～５質量部がより好ましい。
アミド化合物の含有割合を上記特定範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の保存安定
性と低温硬化とをより高いレベルで両立できる。
【０１３９】
［チオール化合物］
　チオール化合物としては、１分子中に２個以上のメルカプト基を有する化合物である。
チオール化合物は、１分子中に２個以上のメルカプト基を有する限り特に限定されるもの
ではないが、下記式（１１）で表される化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種を
使用することができる。
【０１４０】
【化１５】

【０１４１】
　上記式（１１）中、Ｒ３７は、メチレン基、炭素数２～１０のアルキレン基である。但
し、これらの基は水素原子の一部または全部がアルキル基で置換されていてもよい。Ｙ１

は、単結合、－ＣＯ－または－Ｏ－ＣＯ－＊である。但し、＊を付した結合手がＲ３７と
結合する。ｎは２～１０の整数である。Ａ４は、１個または複数個のエーテル結合を有し
ていてもよい炭素数２～７０のｎ価の炭化水素基、または、ｎが３の場合下記式（１２）
で示される基である。
【０１４２】
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【化１６】

【０１４３】
　上記式（１２）中、Ｒ３８～Ｒ４０は、それぞれ独立してメチレン基または炭素数２～
６のアルキレン基である。「＊」は、それぞれ結合手であることを表す。
【０１４４】
　上記式（１１）で表される化合物として、典型的にはメルカプトカルボン酸と多価アル
コールとのエステル化物などを使用することができる。エステル化物を構成するメルカプ
トカルボン酸としては、例えば、チオグリコール酸、３－メルカプトプロピオン酸、３－
メルカプトブタン酸、３－メルカプトペンタン酸等が挙げられる。また、エステル化物を
構成する多価アルコールとしては、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール
、トリメチロールプロパン、テトラエチレングリコール、ジペンタエリスリトール、１，
４－ブタンジオール、ペンタエリスリトール等が挙げられる。
【０１４５】
　上記式（１１）で表される化合物としては、トリメチロールプロパントリス（３－メル
カプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプロピオネ
ート）、テトラエチレングリコールビス（３－メルカプトプロピオネート）、ジペンタエ
リスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテト
ラキス（チオグリコレート）、１，４－ビス（３－メルカプトブチリルオキシ）ブタン、
ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトブチレート）、ペンタエリスリトール
テトラキス（３－メルカプトペンチレート）、１，３，５－トリス（３－メルカプトブチ
ルオキシエチル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオ
ンが好ましい。
【０１４６】
　チオール化合物の１分子中に２個以上のメルカプト基を有する化合物としては、下記式
（１３）～下記式（１５）で表される化合物を用いることもできる。
【０１４７】

【化１７】

【０１４８】
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【化１８】

【０１４９】
　上記式（１３）中、Ｒ４１は、メチレン基または炭素数２～２０のアルキレン基である
。Ｒ４２は、メチレン基または炭素数２～６の直鎖若しくは分岐アルキレン基である。ｋ
は１～２０の整数である。
　上記式（１４）中、Ｒ４３～Ｒ４６は、それぞれ独立して、水素原子、水酸基または下
記式（１５）で表される基である。但し、Ｒ４３～Ｒ４６の少なくとも１つは下記式（１
５）で表される基である。
【０１５０】
【化１９】

【０１５１】
　上記式（１５）中、Ｒ４７は、メチレン基または炭素数２～６の直鎖若しくは分岐アル
キレン基である。
【０１５２】
　チオール化合物は、単独でまたは２種以上を混合して使用できる。感放射線性樹脂組成
物におけるチオール化合物の含有割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部
に対して、１質量部～２０質量部が好ましく、５質量部～１５質量部がより好ましい。チ
オール化合物の含有割合を上記特定範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の保存安定
性と低温硬化とをより高いレベルで両立できる。
【０１５３】
［ブロックイソシアネート化合物］
　ブロックポリイソシアネート化合物は、イソシアネート基を活性水素基含有化合物（ブ
ロック剤）と反応させて常温で不活性としたものであり、これを加熱するとブロック剤が
解離してイソシアネート基が再生されるという性質を持つものである。感放射線性樹脂組
成物がブロックポリイソシアネートを含有することで、効果的な架橋剤としてイソシアネ
ート－水酸基架橋反応が進行し、感放射線性樹脂組成物の保存安定性と低温硬化とを高い
レベルで両立できる。
　ブロックポリイソシアネート化合物は、脂肪族または脂環族ジイソシアネートから誘導
されるポリイソシアネートと活性水素とを有する化合物（ブロック剤）との公知の反応に
よって得られる。
【０１５４】
　ジイソシアネートとしては、例えば、テトラメチレンジイソシアネート、ペンタンジイ
ソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、２，２，４－トリメチル－
１，６－ジイソシアナトヘキサン、２，４，４－トリメチル－１，６－ジイソシアナトヘ
キサン、リジンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、１，３－
ビス（イソシアナトメチル）シクロヘキサン、４，４－ジシクロヘキシルメタンジイソシ
アネート、ノルボルネンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、４，４′－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート、トリジンジイソ
シアネート、キシリジンイソシアネート、１，４－テトラメチレンジイソシアネート、１
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，５－ペンタメチレンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、３
－イソシアネートメチル－３，５，５－トリメチルシクロヘキシルジイソシアネート等が
挙げられる。
【０１５５】
　市販品としては、例えば、
　イソシアネート基をメチルエチルケトンのオキシムでブロックしたものとして、デュラ
ネート（登録商標）ＴＰＡ－Ｂ８０Ｅ、同ＴＰＡ－Ｂ８０Ｘ、同Ｅ４０２－Ｂ８０Ｔ、同
ＭＦ－Ｂ６０ＸＮ、同ＭＦ－Ｂ６０Ｘ、同ＭＦ－Ｂ８０Ｍ（以上、旭化成工業社）；
　イソシアネート基を活性メチレンでブロックしたものとして、デュラネート（登録商標
）ＭＦ－Ｋ６０Ｘ（旭化成工業社）；
　（メタ）アクリロイル基を有するイソシアネート化合物のブロック体として、カレンズ
（登録商標）ＭＯＩ－ＢＰ、カレンズ（登録商標）ＭＯＩ－ＢＭ（以上、昭和電工社）が
挙げられる。これらのうち、デュラネート（登録商標）Ｅ４０２－Ｂ８０Ｔ、同ＭＦ－Ｋ
６０Ｘを用いた場合に高いフレキシブル性が発現し、他との混合系にして使用する事で、
自在にその硬さを制御する事ができるため好ましい。
【０１５６】
　ジイソシアネートより誘導されるポリイソシアネートとしては、例えば、イソシアヌレ
ート型ポリイソシアネート、ビュウレット型ポリイソシアネート、ウレタン型ポリイソシ
アネート、アロファネート型ポリイソシアネート等が挙げられる。硬化性の観点からイソ
シアヌレート型ポリイソシアネートが好ましい。
　ブロック剤としては、例えば、アルコール系化合物、フェノール系化合物、活性メチレ
ン系化合物、メルカプタン系化合物、酸アミド系化合物、酸イミド系化合物、イミダゾー
ル系化合物、ピラゾール系化合物、尿素系化合物、オキシム系化合物、アミン系化合物、
イミン系化合物、ピリジン系化合物等が挙げられる。
【０１５７】
　アルコール系化合物としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタ
ノール、２－エチルヘキサノール、メチルセルソルブ、ブチルセルソルブ、メチルカルビ
トール、ベンジルアルコール、シクロヘキサノール等；
　フェノール系化合物としては、例えば、フェノール、クレゾール、エチルフェノール、
ブチルフェノール、ノニルフェノール、ジノニルフェノール、スチレン化フェノール、ヒ
ドロキシ安息香酸エステル等；
　活性メチレン系化合物としては、例えば、マロン酸ジメチル、マロン酸ジエチル、アセ
ト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、アセチルアセトン等；
　メルカプタン系化合物としては、例えば、ブチルメルカプタン、ドデシルメルカプタン
等；
　酸アミド系化合物としては、例えば、アセトアニリド、酢酸アミド、ε－カプロラクタ
ム、δ－バレロラクタム、γ－ブチロラクタム等；
　酸イミド系化合物としては、例えば、コハク酸イミド、マレイン酸イミド等；
　イミダゾール系化合物としては、例えば、イミダゾール、２－メチルイミダゾール等；
　ピラゾール系化合物としては、例えば、３－メチルピラゾール、３，５－ジメチルピラ
ゾール、３，５－エチルピラゾール等；
　尿素系化合物としては、例えば、尿素、チオ尿素、エチレン尿素等；
　オキシム系化合物としては、例えば、ホルムアルドオキシム、アセトアルドオキシム、
アセトオキシム、メチルエチルケトオキシム、シクロヘキサノンオキシム等；
　アミン系化合物としては、例えば、ジフェニルアミン、アニリン、カルバゾール等；
　イミン系化合物としては、例えば、エチレンイミン、ポリエチレンイミン等；
　ピリジン系化合物としては、例えば、２－ヒドロキシピリジン、２－ヒドロキシキノリ
ン等が挙げられる。
【０１５８】
　ブロックポリイソシアネート化合物は、単独でまたは２種以上を混合して使用できる。
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感放射線性樹脂組成物におけるブロックポリイソシアネート化合物の含有割合としては、
［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、０．１質量部～１０質量部が好ましく
、０．５質量部～５質量部がより好ましい。ブロックポリイソシアネート化合物の含有割
合を上記範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の保存安定性と低温硬化とをより高い
レベルで両立できる。
【０１５９】
［イミダゾール環含有化合物］
　イミダゾール環含有化合物としては、下記式（１６）で表される化合物からなる群より
選ばれる少なくとも１種を使用することができる。
【０１６０】
【化２０】

【０１６１】
　上記式（１６）中、Ａ５、Ａ６、Ａ７およびＲ４８は、それぞれ独立して水素原子また
は置換基を有していてもよい炭素数１～２０の直鎖状、分岐状または環状の炭化水素基で
ある。また、Ａ６とＡ７は互いに連結して環を形成してもよい。
【０１６２】
　Ａ５、Ａ６、Ａ７およびＲ４８が示す炭素数１～２０の直鎖状、分岐状または環状の炭
化水素基としては、例えば、
　メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基
、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基
、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、
ｎ－トリデシル基、ｎ－テトラデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ
－ヘプタデシル基、ｎ－オクタデシル基、ｎ－ノナデシル基、ｎ－エイコシル基等の炭素
数１～２０のアルキル基；
　シクロペンチル基、シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基等の炭素数
３～２０のシクロアルキル基；
　フェニル基、トルイル基、ベンジル基、メチルベンジル基、キシリル基、メシチル基、
ナフチル基、アントリル基等の炭素数６～２０のアリール基；
　ノルボルニル基、トリシクロデカニル基、テトラシクロドデシル基、アダマンチル基、
メチルアダマンチル基、エチルアダマンチル基、ブチルアダマンチル基等の炭素数６～２
０の有橋脂環式炭化水素基等が挙げられる。
【０１６３】
　上記炭化水素基は置換されていてもよく、この置換基の具体例としては、
　水酸基；
　カルボキシル基；
　ヒドロキシメチル基、１－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシエチル基、１－ヒドロ
キシプロピル基、２－ヒドロキシプロピル基、３－ヒドロキシプロピル基、１－ヒドロキ
シブチル基、２－ヒドロキシブチル基、３－ヒドロキシブチル基、４－ヒドロキシブチル
基等の炭素数１～４のヒドロキシアルキル基；
　メトキシル基、エトキシル基、ｎ－プロポキシル基、ｉ－プロポキシル基、ｎ－ブトキ
シル基、２－メチルプロポキシル基、１－メチルプロポキシル基、ｔ－ブトキシル基等の
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炭素数１～４のアルコキシル基；
　シアノ基；
　シアノメチル基、２－シアノエチル基、３－シアノプロピル基、４－シアノブチル基等
の炭素数２～５のシアノアルキル基；
　メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ｔ－ブトキシカルボニル基等の炭素数
２～５のアルコキシカルボニル基；
　メトキシカルボニルメトキシル基、エトキシカルボニルメトキシル基、ｔ－ブトキシカ
ルボニルメトキシル基等の炭素数３～６のアルコキシカルボニルアルコキシル基；
　フッ素、塩素等のハロゲン原子；
　フルオロメチル基、トリフルオロメチル基、ペンタフルオロエチル基等のフルオロアル
キル基等が挙げられる。
【０１６４】
　上記Ａ６とＡ７が互いに連結して形成する環としては、好ましくは芳香環、炭素数２～
２０の飽和若しくは不飽和の含窒素複素環が挙げられる。Ａ６とＡ７が互いに連結して形
成する環が、ベンゼン環の場合のイミダゾール環含有化合物としては、下記式（１７）で
表される化合物が挙げられる。
【０１６５】
【化２１】

【０１６６】
　上記式（１７）中、Ｒ４８およびＡ５は、上記式（１６）と同義である。Ｒ４９～Ｒ５

２は、それぞれ独立して置換基を有していてもよい炭素数１～２０の直鎖状、分岐状また
は環状の炭化水素基である。なお、Ｒ４９～Ｒ５２が示す炭化水素基としては、上記式（
１６）中の炭化水素基と同様のものを挙げることができる。
【０１６７】
　イミダゾール環含有化合物としては、２－フェニルベンズイミダゾール、２－メチルイ
ミダゾール、２―メチルベンズイミダゾールが好ましい。イミダゾール環含有化合物は、
単独でまたは２種以上を混合して使用できる。イミダゾール環含有化合物の含有割合とし
ては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、０．１質量部～１０質量部が好
ましく、０．５質量部～５質量部がより好ましい。イミダゾール環含有化合物の含有割合
を上記特定範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物の保存安定性と低温硬化とをより高
いレベルで両立できる。
【０１６８】
＜その他の任意成分＞
　本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜の形成に用いられる、本実施の形態の感放射線性樹
脂組成物は、上記の［Ａ］アルカリ可溶性樹脂、［Ｂ］重合性化合物および［Ｃ］重合開
始剤に加え、［Ｄ］化合物（硬化剤）のほか、本発明の効果を損なわない範囲で必要に応
じて界面活性剤、保存安定剤、接着助剤、耐熱性向上剤等のその他の任意成分を含有でき
る。これらの各任意成分は、単独で使用してもよいし２種以上を混合して使用してもよい
。以下、各成分を詳述する。
【０１６９】
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［界面活性剤］
　界面活性剤は、感放射線性樹脂組成物の塗膜形成性をより向上させるために使用できる
。界面活性剤としては、例えば、フッ素系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤およびそ
の他の界面活性剤が挙げられる。
【０１７０】
　フッ素系界面活性剤としては、末端、主鎖および側鎖の少なくともいずれかの部位にフ
ルオロアルキル基および／またはフルオロアルキレン基を有する化合物が好ましい。
　フッ素系界面活性剤の市販品としては、例えば、フタージェント（登録商標）ＦＴ－１
００、同－１１０、同－１４０Ａ、同－１５０、同－２５０、同－２５１、同－３００、
同－３１０、同－４００Ｓ、フタージェント（登録商標）ＦＴＸ－２１８、同－２５１（
以上、ネオス社）等が挙げられる。
　シリコーン系界面活性剤の市販品としては、例えば、トーレシリコーンＤＣ３ＰＡ、同
ＤＣ７ＰＡ、同ＳＨ１１ＰＡ、同ＳＨ２１ＰＡ、同ＳＨ２８ＰＡ、同ＳＨ２９ＰＡ、同Ｓ
Ｈ３０ＰＡ、同ＳＨ－１９０、同ＳＨ－１９３、同ＳＺ－６０３２、同ＳＦ－８４２８、
同ＤＣ－５７、同ＤＣ－１９０（以上、東レ・ダウコーニング・シリコーン社）等が挙げ
られる。
【０１７１】
　界面活性剤の使用量としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、１．
０質量部以下が好ましく、０．８質量部以下がより好ましい。界面活性剤の使用量が１．
０質量部を超えると、塗膜の膜ムラを生じやすくなる。
【０１７２】
［保存安定剤］
　保存安定剤としては、例えば、硫黄、キノン類、ヒドロキノン類、ポリオキシ化合物、
アミン、ニトロニトロソ化合物等が挙げられ、より具体的には、４－メトキシフェノール
、Ｎ－ニトロソ－Ｎ－フェニルヒドロキシルアミンアルミニウム等が挙げられる。
　保存安定剤の使用量としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、３．
０質量部以下が好ましく、１．０質量部以下がより好ましい。保存安定剤の配合量が３．
０質量部を超えると、感度が低下してパターン形状が劣化する場合がある。
【０１７３】
［接着助剤］
　接着助剤は、得られる絶縁膜とその下にある層や基板などとの接着性をさらに向上させ
るために使用できる。接着助剤としてはカルボキシル基、メタクリロイル基、ビニル基、
イソシアネート基、オキシラニル基等の反応性官能基を有する官能性シランカップリング
剤が好ましく、例えばトリメトキシシリル安息香酸、γ－メタクリロキシプロピルトリメ
トキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、γ－イソシア
ナートプロピルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、β
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等が挙げられる。
【０１７４】
　接着助剤の使用量としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、２０質
量部以下が好ましく、１５質量部以下がより好ましい。接着助剤の使用量が２０質量部を
超えると、現像残りを生じやすくなる傾向がある。
【０１７５】
［耐熱性向上剤］
　耐熱性向上剤としては、例えば、Ｎ－（アルコキシメチル）グリコールウリル化合物、
Ｎ－（アルコキシメチル）メラミン化合物等が挙げられる。
【０１７６】
　Ｎ－（アルコキシメチル）グリコールウリル化合物としては、例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，
Ｎ’－テトラ（メトキシメチル）グリコールウリル、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ（エト
キシメチル）グリコールウリル、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ（ｎ－プロポキシメチル）
グリコールウリル、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ（ｉ－プロポキシメチル）グリコールウ
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リル、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ（ｎ－ブトキシメチル）グリコールウリル、Ｎ，Ｎ，
Ｎ’，Ｎ’－テトラ（ｔ－ブトキシメチル）グリコールウリル等が挙げられる。これらの
Ｎ－（アルコキシメチル）グリコールウリル化合物のうち、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ
（メトキシメチル）グリコールウリルが好ましい。
【０１７７】
　Ｎ－（アルコキシメチル）メラミン化合物としては、例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ
’’，Ｎ’’－ヘキサ（メトキシメチル）メラミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’
’－ヘキサ（エトキシメチル）メラミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’－ヘキサ
（ｎ－プロポキシメチル）メラミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’－ヘキサ（ｉ
－プロポキシメチル）メラミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’－ヘキサ（ｎ－ブ
トキシメチル）メラミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’－ヘキサ（ｔ－ブトキシ
メチル）メラミン等が挙げられる。これらのＮ－（アルコキシメチル）メラミン化合物の
うち、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’－ヘキサ（メトキシメチル）メラミンが好ま
しい。市販品としては、例えば、ニカラックＮ－２７０２、同ＭＷ－３０Ｍ（以上、三和
ケミカル社）等が挙げられる。
【０１７８】
　耐熱性向上剤の使用量としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、５
０質量部以下が好ましく、３０質量部以下がより好ましい。耐熱性向上剤の配合量が５０
質量部を超えると、感放射線性樹脂組成物の感度が低下してパターン形状が劣化する場合
がある。
【０１７９】
［キノンジアジド化合物］
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物は、［Ｃ］重合開始剤に換え、キノンジアジド化
合物を用いることによって、ポジ型の感放射線性樹脂組成物として使用することが可能で
ある。
　キノンジアジド化合物は放射線の照射によりカルボン酸を発生する１，２－キノンジア
ジド化合物である。１，２－キノンジアジド化合物としては、フェノール性化合物または
アルコール性化合物（以下、「母核」と称する。）と１，２－ナフトキノンジアジドスル
ホン酸ハライドとの縮合物を用いることができる。
【０１８０】
　上述の母核としては、例えば、トリヒドロキシベンゾフェノン、テトラヒドロキシベン
ゾフェノン、ペンタヒドロキシベンゾフェノン、ヘキサヒドロキシベンゾフェノン、（ポ
リヒドロキシフェニル）アルカン、その他の母核等が挙げられる。
【０１８１】
　トリヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，３，４－トリヒドロキシベンゾ
フェノン、２，４，６－トリヒドロキシベンゾフェノン等；
　テトラヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，２’，４，４’－テトラヒド
ロキシベンゾフェノン、２，３，４，３’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，３，
４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，３，４，２’－テトラヒドロキシ－４
’－メチルベンゾフェノン、２，３，４，４’－テトラヒドロキシ－３’－メトキシベン
ゾフェノン等；
　ペンタヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，３，４，２’，６’－ペンタ
ヒドロキシベンゾフェノン等；
　ヘキサヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，４，６，３’，４’，５’－
ヘキサヒドロキシベンゾフェノン、３，４，５，３’，４’，５’－ヘキサヒドロキシベ
ンゾフェノン等；
　（ポリヒドロキシフェニル）アルカンとしては、例えば、ビス（２，４－ジヒドロキシ
フェニル）メタン、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）メタン、トリス（ｐ－ヒドロキシフ
ェニル）メタン、１，１，１－トリス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン、ビス（２，３
，４－トリヒドロキシフェニル）メタン、２，２－ビス（２，３，４－トリヒドロキシフ
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ェニル）プロパン、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）
－３－フェニルプロパン、４，４’－〔１－〔４－〔１－〔４－ヒドロキシフェニル〕－
１－メチルエチル〕フェニル〕エチリデン〕ビスフェノール、ビス（２，５－ジメチル－
４－ヒドロキシフェニル）－２－ヒドロキシフェニルメタン、３，３，３’，３’－テト
ラメチル－１，１’－スピロビインデン－５，６，７，５’，６’，７’－ヘキサノール
、２，２，４－トリメチル－７，２’，４’－トリヒドロキシフラバン等；
　その他の母核としては、例えば、２－メチル－２－（２，４－ジヒドロキシフェニル）
－４－（４－ヒドロキシフェニル）－７－ヒドロキシクロマン、１－［１－（３－｛１－
（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチルエチル｝－４，６－ジヒドロキシフェニル）－
１－メチルエチル］－３－（１－（３－｛１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチル
エチル｝－４，６－ジヒドロキシフェニル）－１－メチルエチル）ベンゼン、４，６－ビ
ス｛１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチルエチル｝－１，３－ジヒドロキシベン
ゼン等が挙げられる。
【０１８２】
　これらの母核のうち、２，３，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、１，１，
１－トリス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン、４，４’－〔１－〔４－〔１－〔４－ヒ
ドロキシフェニル〕－１－メチルエチル〕フェニル〕エチリデン〕ビスフェノールが好ま
しい。
【０１８３】
　１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドとしては、１，２－ナフトキノンジ
アジドスルホン酸クロリドが好ましい。１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸クロリ
ドとしては、例えば１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸クロリド、１，２－
ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロリド等が挙げられる。これらのうち、１，２
－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロリドがより好ましい。
【０１８４】
　フェノール性化合物またはアルコール性化合物（母核）と、１，２－ナフトキノンジア
ジドスルホン酸ハライドとの縮合反応においては、フェノール性化合物またはアルコール
性化合物中のＯＨ基数に対して、好ましくは３０モル％～８５モル％、より好ましくは５
０モル％～７０モル％に相当する１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドを用
いることができる。縮合反応は、公知の方法によって実施することができる。
【０１８５】
　また、１，２－キノンジアジド化合物としては、上記に例示した母核のエステル結合を
アミド結合に変更した１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸アミド類、例えば、２，
３，４－トリアミノベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸ア
ミド等も好適に使用される。
【０１８６】
　これらのキノンジアジド化合物は、単独でまたは２種類以上を組み合わせて用いること
ができる。本実施形態のポジ型の感放射線性樹脂組成物におけるキノンジアジド化合物の
使用割合としては、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂１００質量部に対して、５質量部～１００
質量部が好ましく、１０質量部～５０質量部がより好ましい。キノンジアジド化合物の使
用割合を上述の範囲とすることで、現像液となるアルカリ水溶液に対する放射線の照射部
分と未照射部分との溶解度の差が大きく、パターニング性能が良好となり、また得られる
絶縁膜の耐溶媒性が良好となる。
【０１８７】
＜感放射線性樹脂組成物の調製方法＞
　本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜の形成に用いられる、本実施の形態の感放射線性樹
脂組成物は、［Ａ］アルカリ可溶性樹脂、［Ｂ］重合性化合物、および［Ｃ］重合開始剤
のほか、さらに［Ｄ］化合物（硬化剤）および必要に応じ添加されるその他の任意成分を
均一に混合することによって調製され、ネガ型の感放射線性樹脂組成物としての使用が可
能である。この感放射線性樹脂組成物は、好ましくは適当な溶媒に溶解されて溶液状で用
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いられる。溶媒は、単独でまたは２種以上を混合して使用できる。また、上述したように
、［Ｃ］重合開始剤に換え、上述したキノンジアジド化合物を用いることによって、本実
施形態の感放射線性樹脂組成物を調製し、ポジ型の感放射線性樹脂組成物として使用する
ことが可能である。
【０１８８】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の調製に用いられる溶媒としては、必須成分および
任意成分を均一に溶解し、各成分と反応しないものが用いられる。このような溶媒として
は、上述した［Ａ］アルカリ可溶性樹脂を製造するために使用できる溶媒として例示した
ものと同様のものが挙げられる。
【０１８９】
　例えば、このような溶媒のうち、各成分の溶解性、各成分との反応性、塗膜形成の容易
性等の観点から、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチ
ルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ
－ｎ－ブチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジエチレン
グリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、ト
リエチレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、
プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエ
ーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノ
メチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコール
モノ－ｎ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリ
プロピレングリコールモノメチルエーテル、トリプロピレングリコールモノエチルエーテ
ル等の（ポリ）アルキレングリコールモノアルキルエーテル類；
【０１９０】
　酢酸エチレングリコールモノメチルエーテル、酢酸エチレングリコールモノエチルエー
テル、酢酸エチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、酢酸エチレングリコールモ
ノ－ｎ－ブチルエーテル、酢酸ジエチレングリコールモノメチルエーテル、酢酸ジエチレ
ングリコールモノエチルエーテル、酢酸ジエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテ
ル、酢酸ジエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、酢酸プロピレングリコールモ
ノメチルエーテル、酢酸プロピレングリコールモノエチルエーテル、酢酸３－メトキシブ
チル、酢酸３－メチル－３－メトキシブチル等の酢酸（ポリ）アルキレングリコールモノ
アルキルエーテル類；
【０１９１】
　ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル
、ジエチレングリコールジエチルエーテル、テトラヒドロフラン等の他のエーテル類；
　メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン、ジアセト
ンアルコール（４－ヒドロキシ－４－メチルペンタン－２－オン）、４－ヒドロキシ－４
－メチルヘキサン－２－オン等のケトン類；
　プロピレングリコールジアセテート、１，３－ブチレングリコールジアセテート、１，
６－ヘキサンジオールジアセテート等のジアセテート類；
　乳酸メチル、乳酸エチル等の乳酸アルキルエステル類；
　酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸ｉ－ブチル
、ぎ酸ｎ－ペンチル、酢酸ｉ－ペンチル、３－メトキシブチルアセテート、３－メチル－
３－メトキシブチルアセテート、プロピオン酸ｎ－ブチル、３－メトキシブチルアセテー
ト、３－メチル－３－メトキシブチルプロピオネート、酪酸エチル、酪酸ｎ－プロピル、
酪酸ｉ－プロピル、酪酸ｎ－ブチル、ヒドロキシ酢酸エチル、エトキシ酢酸エチル、３－
メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオ
ン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、
ピルビン酸ｎ－プロピル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－ヒドロキシ－２－
メチルプロピオン酸エチル、２－ヒドロキシ－３－メチル酪酸メチル、２－オキソ酪酸エ
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チル等の他のエステル類；
　トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類；
　Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミ
ド等のアミド類等が挙げられる。
【０１９２】
　これらの溶媒のうち、溶解性、顔料分散性、塗布性等の観点から、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、酢酸エチレングリコ
ールモノメチルエーテル、酢酸プロピレングリコールモノメチルエーテル、酢酸プロピレ
ングリコールモノエチルエーテル、酢酸３－メトキシブチル、ジエチレングリコールジメ
チルエーテル、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、シクロヘキサノン、２－ヘ
プタノン、３－ヘプタノン、１，３－ブチレングリコールジアセテート、１，６－ヘキサ
ンジオールジアセテート、乳酸エチル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシ
プロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－メチル－３－メトキシブチ
ルプロピオネート、酢酸ｎ－ブチル、酢酸ｉ－ブチル、ぎ酸ｎ－アミル、酢酸ｉ－アミル
、プロピオン酸ｎ－ブチル、酪酸エチル、酪酸ｉ－プロピル、酪酸ｎ－ブチル、ピルビン
酸エチルが好ましい。溶媒は単独または２種以上を使用できる。
【０１９３】
　さらに、上記溶媒と共に、ベンジルエチルエーテル、ジ－ｎ－ヘキシルエーテル、アセ
トニルアセトン、イソホロン、カプロン酸、カプリル酸、１－オクタノール、１－ノナノ
ール、酢酸ベンジル、安息香酸エチル、しゅう酸ジエチル、マレイン酸ジエチル、γ－ブ
チロラクトン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、エチレングリコールモノフェニルエーテ
ルアセテート等の高沸点溶媒を併用することもできる。上記高沸点溶媒は、単独または２
種以上を使用できる。
【０１９４】
　溶媒の含有量としては限定されないが、得られる感放射線性樹脂組成物の塗布性、安定
性等の観点から感放射線性樹脂組成物の溶媒を除いた各成分の合計濃度が、５質量％～５
０質量％となる量が好ましく、１０質量％～４０質量％となる量がより好ましい。感放射
線性樹脂組成物を溶液状態として調製する場合、固形分濃度（組成物溶液中に占める溶媒
以外の成分）は、使用目的や所望の膜厚の値等に応じて任意の濃度（例えば、５質量％～
５０質量％）に設定できる。さらに好ましい固形分濃度は、基板上への塗膜の形成方法に
より異なるが、これについては後述する。このようにして調製された組成物溶液は、孔径
０．５μｍ程度のミリポアフィルタ等を用いて濾過した後、使用に供することができる。
【０１９５】
　以上の成分と調製方法による感放射線性樹脂組成物は、低温硬化によりコンタクトホー
ルを備えた絶縁膜を形成することができる。具体的には、２００℃以下の硬化温度で耐溶
媒性等の良好な信頼性を有する絶縁膜を得ることができ、さらには１８０℃以下の硬化温
度であっても、耐溶媒性等の良好な信頼性を有する絶縁膜を得ることができる。そして、
低温硬化によって本実施の形態のアレイ基板を提供することができる。
【０１９６】
　次に、本実施の形態のアレイ基板は、液晶の配向を制御する配向膜を有することが可能
である。本実施の形態のアレイ基板上に形成される配向膜は、本実施の形態の液晶配向剤
を用いて形成される。したがって、本実施の形態の配向処理剤について、特のその主要な
成分について以下で説明する。
【０１９７】
＜液晶配向剤＞
　本実施の形態のアレイ基板上に配向膜を形成する、本実施の形態の液晶配向剤は、光配
向性基を有する［Ｌ］感放射線性重合体、または光配向性基を有さない［Ｍ］ポリイミド
を主要な成分として含有する液晶配向剤である。これらはいずれも、例えば、２００℃以
下など、低温の加熱温度で配向膜を形成することが可能である。特に、光配向性基を有す
る［Ｌ］感放射線性重合体を含有する液晶配向剤が、より低温での配向膜形成が可能であ
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って好ましい。このように本実施の形態の液晶配向剤は、低温の加熱工程による配向膜の
形成が可能であるため、下層にある低温硬化による絶縁膜を高温加熱の状態に晒すことな
く配向膜の形成を行うことができる。
　尚、本実施の形態のアレイ基板上に配向膜を形成する、本実施の形態の液晶配向剤は、
本発明の効果を損なわない限り［Ｎ］その他の成分を含有することができる。以下、それ
らの成分について説明する。
【０１９８】
［［Ｌ］感放射線性重合体］
　本実施の形態の液晶配向剤に含有される［Ｌ］感放射線性重合体は、光配向性基を有す
る重合体である。この［Ｌ］感放射線性重合体が有する光配向性基は、光照射により膜に
異方性を付与する官能基であり、本実施の形態では、特に、光異性化反応および光二量化
反応の少なくともいずれかを生じることにより膜に異方性を与える基である。
【０１９９】
　光配向性基として具体的には、アゾベンゼン、スチルベン、α－イミノ－β－ケトエス
テル、スピロピラン、スピロオキサジン、桂皮酸、カルコン、スチルバゾール、ベンジリ
デンフタルイミジン、クマリン、ジフェニルアセリレンおよびアントラセンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１つの化合物由来の構造を有する基である。上述の光配向性基とし
ては、これらの中でも、桂皮酸由来の構造を有する基が特に好ましい。
【０２００】
　光配向性基を有する［Ｌ］感放射線性重合体としては、上述の光配向性基が直接または
連結基を介して結合された重合体であるのが好ましい。そのような重合体としては、例え
ば、ポリアミック酸およびポリイミドの少なくともいずれかの重合体に上述の光配向性基
が結合したもの、ポリアミック酸およびポリイミドとは別の重合体に上述の光配向性基が
結合したものが挙げられる。後者の場合、光配向性基を有する重合体の基本骨格としては
、例えば、ポリ（メタ）アクリル酸エステル、ポリ（メタ）アクリルアミド、ポリビニル
エーテル、ポリオレフィン、ポリオルガノシロキサン等を挙げることができる。
　感放射線性重合体としては、ポリアミック酸、ポリイミドまたはポリオルガノシロキサ
ンを基本骨格とするものが好ましい。また、これらの中でも、ポリオルガノシロキサンが
特に好ましく、例えば、国際公開（ＷＯ）第２００９／０２５３８６号パンフレットに記
載された方法により得ることができる。
【０２０１】
［［Ｍ］ポリイミド］
　本実施の形態の液晶配向剤に含有される［Ｍ］ポリイミドは、光配向性基を有さないポ
リイミドである。
　このような光配向性基を有さない［Ｍ］ポリイミドは、光配向性基を有さないポリアミ
ック酸を脱水閉環してイミド化することにより得ることができる。このようなポリアミッ
ク酸は、例えば、テトラカルボン酸二無水物と、ジアミンとを反応させることにより得る
ことができ、特開２０１０－９７１８８号公報に記載されるようにして得ることができる
。
【０２０２】
　［Ｍ］ポリイミドは、その前駆体であるポリアミック酸が有していたアミック酸構造の
すべてを脱水閉環した完全イミド化物であってもよく、アミック酸構造の一部のみを脱水
閉環し、アミック酸構造とイミド環構造が併存する部分イミド化物であってもよい。［Ｍ
］ポリイミドは、そのイミド化率が３０％以上であることが好ましく、５０％～９９％で
あることがより好ましく、６５％～９９％であることがより好ましい。このイミド化率は
、ポリイミドのアミック酸構造の数とイミド環構造の数との合計に対するイミド環構造の
数の占める割合を百分率で表したものである。ここで、イミド環の一部がイソイミド環で
あってもよく、例えば、特開２０１０－９７１８８号公報に記載されるようにして得るこ
とができる。
【０２０３】



(40) JP 2013-25203 A 2013.2.4

10

20

30

40

50

［［Ｎ］その他の成分］
　本実施の形態の液晶配向剤は、光配向性基を有する感放射線性重合体および光配向性基
を有さないポリイミド以外の［Ｎ］その他の成分を含有することができる。［Ｎ］その他
の成分としては、例えば、光配向性基を有する［Ｌ］感放射線性重合体および光配向性基
を有さない［Ｍ］ポリイミド以外の重合体、硬化剤、硬化触媒、硬化促進剤、エポキシ化
合物、官能性シラン化合物、界面活性剤、光増感剤などを挙げることができる。
　以上、本実施の形態のアレイ基板の主要な構成要素について説明したが、次に、本実施
の形態のアレイ基板の製造方法について説明する。
【０２０４】
＜絶縁膜、配向膜およびアレイ基板の製造方法＞
　本実施の形態のアレイ基板の製造においては、上述した本実施の形態の感放射線性樹脂
組成物から絶縁膜を製造する工程が主要な工程として含まれる。この絶縁膜の製造工程に
よって、コンタクトホールが形成された絶縁膜が形成される。そして、本実施の形態のア
レイ基板上に配向膜を形成するために、上述の本実施の形態の液晶配向剤から配向膜を形
成する工程が製造工程として含まれる。以下、絶縁膜と配向膜を有する本実施の形態のア
レイ基板の製造方法について説明する。
【０２０５】
　本実施の形態のアレイ基板の製造方法では、基板上に絶縁膜が形成され、少なくとも下
記の工程［１］～工程［４］を下記の順で含むことが好ましい。そして、アレイ基板上に
配向膜を形成するため、工程［４］の後に工程［５］を含むことが好ましい。
【０２０６】
　［１］感放射線性樹脂組成物の塗膜を、スイッチング能動素子および電極等（ソース電
極、ドレイン電極、ゲート電極、ソース配線、およびゲート配線などを意味する。以下、
電極等と総称することがある。）の形成された基板上に形成する工程（以下、「［１］工
程」と称することがある。）。
　［２］［１］工程で形成された感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線
を照射する工程（以下、「［２］工程」と称することがある。）。
　［３］［２］工程で放射線が照射された塗膜を現像する工程（以下、「［６］工程」と
称することがある。）。
　［４］［３］工程で現像された塗膜を２００℃以下で硬化して絶縁膜を形成する工程（
以下、「［４］工程」と称することがある。）。
　［５］液晶配向剤の塗膜を［４］工程で硬化された絶縁膜を有する基板に形成し、その
塗膜を２００℃以下で加熱して配向膜を形成する工程（以下、「［５］工程」と称するこ
とがある。）。
【０２０７】
　そして、上記［４］工程と［５］工程の間に、［４］工程で形成された絶縁膜の上に透
明電極を設ける工程を有することが好ましい。
【０２０８】
　以上の各工程を含む、本実施形態のアレイ基板の製造方法により、本実施の形態の感放
射線性樹脂組成物を用いて、スイッチング能動素子や電極等の形成された基板上に、コン
タクトホールを備えた絶縁膜を形成することができる。そして、本実施の形態の液晶配向
剤を用いて基板上に配向膜を形成することができる。その結果、本実施形態のアレイ基板
の製造方法により、所望のサイズのコンタクトホールが所望の位置に形成された絶縁膜を
有し、低温で形成された絶縁膜を有する本実施の形態のアレイ基板を形成することができ
る。
　以上のようにして製造されるアレイ基板は、省エネルギーの観点から加熱工程の低温化
が望まれる場合においても好適なアレイ基板となる。
　以下、各工程について詳述する。
【０２０９】
［［１］工程］
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　本工程では本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板上に形成する。この基板
には、スイッチング能動素子、ソース電極、ドレイン電極、ゲート電極、ソース配線、お
よびゲート配線などが形成されている。これらスイッチング能動素子等は、基板上、通常
の半導体膜成膜と、公知の絶縁層形成と、フォトリソグラフィ法によるエッチングを繰り
返すなどして公知の方法により形成されたものである。
　この基板のスイッチング能動素子等の形成面に、感放射線性樹脂組成物を塗布した後、
プレベークを行って溶媒を蒸発させ、塗膜を形成する。
【０２１０】
　基板の材料としては、例えば、ソーダライムガラスや無アルカリガラス等のガラス、シ
リコン、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスル
ホン、ポリカーボネート、芳香族ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリイミド等が挙げら
れる。また、これらの基板には、所望によりシランカップリング剤等による薬品処理、プ
ラズマ処理、イオンプレーティング、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着等の適宜の
前処理を施しておくこともできる。
【０２１１】
　感放射線性樹脂組成物の塗布方法としては、例えば、スプレー法、ロールコート法、回
転塗布法（スピンコート法またはスピンナ法と称されることもある。）、スリット塗布法
（スリットダイ塗布法）、バー塗布法、インクジェット塗布法等の適宜の方法が採用でき
る。これらのうち、スピンコート法またはスリット塗布法が好ましい。
　上述のプレベークの条件としては、各成分の種類、配合割合等によって異なるが、７０
℃～１２０℃が好ましく、１分間～１５分間程度である。塗膜のプレベーク後の膜厚は、
０．５μｍ～１０μｍが好ましく、１．０μｍ～７．０μｍ程度がより好ましい。
【０２１２】
［［２］工程］
　次いで、［１］工程で形成された塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する。このとき
、塗膜の一部にのみ照射する際には、例えば、所望のコンタクトホールの形成に対応する
パターンのフォトマスクを介して照射する方法によることができる。
　照射に使用される放射線としては、可視光線、紫外線、遠紫外線等が挙げられる。この
うち波長が２００ｎｍ～５５０ｎｍの範囲にある放射線が好ましく、３６５ｎｍの紫外線
を含む放射線がより好ましい。
【０２１３】
　放射線照射量（露光量）は、照射される放射線の波長３６５ｎｍにおける強度を照度計
（ＯＡＩ　ｍｏｄｅｌ　３５６、Ｏｐｔｉｃａｌ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｉｎｃ．製）
により測定した値として、１０Ｊ／ｍ２～１０，０００Ｊ／ｍ２であり、１００Ｊ／ｍ２

～５，０００Ｊ／ｍ２が好ましく、２００Ｊ／ｍ２～３，０００Ｊ／ｍ２がより好ましい
。
　本実施形態のアレイ基板の絶縁膜の形成に用いられる感放射線性樹脂組成物は、従来知
られている絶縁膜形成のための組成物と比較して放射線感度が高く、上記放射線照射量が
７００Ｊ／ｍ２以下、さらには６００Ｊ／ｍ２以下であっても所望の膜厚、良好な形状、
優れた密着性および高い硬度の絶縁膜を得ることができる利点を有する。
【０２１４】
［［３］工程］
　次に、放射線照射後の塗膜を現像することにより、不要な部分を除去し、所定の形状を
有し、所望のコンタクトホールの形成された塗膜を得る。
　現像に使用される現像液としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸
ナトリウム等の無機アルカリや、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチル
アンモニウムヒドロキシド等の４級アンモニウム塩や、コリン、１，８－ジアザビシクロ
－［５．４．０］－７－ウンデセン、１，５－ジアザビシクロ－［４．３．０］－５－ノ
ネン等のアルカリ性化合物の水溶液が使用できる。上述のアルカリ性化合物の水溶液には
、メタノール、エタノール等の水溶性有機溶媒を適当量添加して使用することもできる。
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さらに、界面活性剤をそれのみで、または、上述の水溶性有機溶媒を添加とともに、適当
量添加して使用することもできる。
【０２１５】
　現像方法としては、液盛り法、ディッピング法、シャワー法、スプレー法等のいずれで
もよく、現像時間は、常温で５秒間～３００秒間であり、好ましくは常温で１０秒間～１
８０秒間程度である。現像処理に続いて、例えば、流水洗浄を３０秒間～９０秒間行った
後、圧縮空気や圧縮窒素で風乾することによって所望のパターンが得られる。
【０２１６】
［［４］工程］
　次いで、［３］工程で得られた塗膜を、ホットプレート、オーブン等の適当な加熱装置
により硬化（ポストベークとも言う。）することによって、硬化膜として絶縁膜が得られ
る。絶縁膜には所望配置のコンタクトホールが形成されている。硬化温度としては、２０
０℃以下が好ましい。そして、１８０℃以下であっても十分な特性の絶縁膜が得られる。
具体的には、１００℃～２００℃が好ましく、低温硬化と信頼性能を高いレベルで両立さ
せようとする場合、１５０℃～１８０℃がより好ましい。硬化時間としては、例えば、ホ
ットプレート上では５分間～３０分間、オーブン中では３０分間～１８０分間が好ましい
。感放射線性樹脂組成物は、上述のように［Ｄ］化合物を含有するため、このような低温
硬化を実現することができる。併せて、保存安定性を実現するとともに、充分な放射線感
度および解像度を有する。
　従って、本実施の形態の感放射線性樹脂組成物は、コンタクトホールを有する絶縁膜の
形成材料として好適に用いられ、本実施の形態のアレイ基板の絶縁膜を形成できる。
【０２１７】
　そして、［４］工程で絶縁膜を形成した後、その絶縁膜の上に透明電極を設ける工程を
有することが好ましい。例えば、スパッタリング法などを利用して、絶縁膜の上に、ＩＴ
Ｏからなる透明導電層を形成することができる。次いで、フォトリソグラフィ法を利用し
てこの透明導電層をエッチングして、絶縁膜上に透明電極を形成することができる。透明
電極は画素電極を構成し、絶縁膜のコンタクトホールを介することによって、基板上のス
イッチング能動素子との電気的接続を可能にする。尚、透明電極は、ＩＴＯの他、可視光
に対する高い透過率と導電性を有する透明な材料を用いて構成することができる。例えば
、ＩＺＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉｄｅ）や、ＺｎＯ（酸化亜鉛）や、酸化スズ
などを用いて構成することができる。
【０２１８】
［［５］工程］
　［４］工程で得られた絶縁膜付きの基板を用い、上述のように絶縁膜上に透明電極を形
成した後、透明電極上に、本実施の形態の液晶配向剤を塗布する。塗布法方としては、例
えば、ロールコーター法、スピンナ法、印刷法、インクジェット法などの適宜の塗布方法
を用いることができる。次いで、液晶配向剤の塗布された基板をプレベークし、その後、
ポストベークすることにより塗膜を形成し、アレイ基板を製造する。プレベーク条件とし
ては、例えば、４０℃～１２０℃で０．１分間～５分間である。ポストベーク条件として
は、好ましくは１２０℃～２３０℃、より好ましくは１５０℃～２００℃、さらに好まし
くは１５０℃～１８０℃で、好ましくは５分間～２００分間、より好ましくは１０分間～
１００分間である。ポストベーク後の塗膜の膜厚は、好ましくは０．００１μｍ～１μｍ
であり、より好ましくは０．００５μｍ～０．５μｍである。
【０２１９】
　液晶配向剤を塗布する際に使用される液晶配向剤の固形分濃度（液晶配向剤の溶媒以外
の成分の合計重量が液晶配向剤の全重量に占める割合）は、粘性、揮発性などを考慮して
適宜に選択されるが、好ましくは１重量％～１０重量％の範囲である。
【０２２０】
　液晶配向剤として、光配向性基を有する［Ｌ］感放射線性重合体を含む液晶配向剤を用
いる場合は、上述の塗膜に直線偏光もしくは部分偏光された放射線、または非偏光の放射
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線を照射することにより、液晶配向能を付与する。こうした偏光放射線の照射は、配向膜
の配向処理に対応する。ここで、放射線としては、例えば、１５０ｎｍ～８００ｎｍの波
長の光を含む紫外線および可視光線を用いることができる。特に、放射線としては、３０
０ｎｍ～４００ｎｍの波長の光を含む紫外線が好ましい。使用する放射線が直線偏光また
は部分偏光している場合には、照射は基板面に垂直の方向から行っても、プレチルト角を
付与するために斜め方向から行ってもよく、また、これらを組み合わせて行ってもよい。
非偏光の放射線を照射する場合には、照射の方向は斜め方向である必要がある。
　放射線の照射量としては、好ましくは１Ｊ／ｍ２以上１０，０００Ｊ／ｍ２未満であり
、より好ましくは１０Ｊ／ｍ２～３，０００Ｊ／ｍ２である。
【０２２１】
　液晶配向剤として、光配向性基を有さない［Ｍ］ポリイミドを含む液晶配向剤を用いる
場合は、ポストベーク後の塗膜をそのまま配向膜として使用することができる。そして、
必要に応じてポストベーク後の塗膜に対し、例えば、ナイロン、レーヨン、コットンなど
の繊維からなる布を巻き付けたロールで一定方向に擦る処理（ラビング処理）を施して、
液晶配向能を付与することも可能である。
　以上のように、アレイ基板上に配向膜を形成する場合、上述の液晶配向剤を使用し、２
００℃以下の加熱温度、さらに、１８０℃以下の加熱温度で配向膜を形成することが可能
である。したがって、上述した［１］工程～［４］工程で形成された絶縁膜が、配向膜の
形成工程で高温の状態に晒されることを避けることができる。そして、本実施の形態のア
レイ基板は、絶縁膜と配向膜を有することができ、２００℃以下の低温硬化による製造が
可能である。
【実施例】
【０２２２】
　以下、実施例に基づき本発明の実施形態を詳述するが、この実施例によって本発明が限
定的に解釈されるものではない。
【０２２３】
＜感放射線性樹脂組成物の調製＞
実施例１
［［Ａ］アルカリ可溶性樹脂（Ａ－Ｉ）の合成］
　冷却管および撹拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）７質量部およびジエチレングリコールエチルメチルエーテル２００質量部を
仕込んだ。引き続きメタクリル酸１６質量部、トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカ
ン－８－イルメタクリレート１６質量部、メチルメタクリレート３８質量部、スチレン１
０質量部、メタクリル酸グリシジル２０質量部を仕込み、窒素置換した後、緩やかに攪拌
しつつ、溶液の温度を７０℃に上昇し、この温度を４時間保持して重合することにより、
共重合体（Ａ－Ｉ）を含有する溶液を得た（固形分濃度＝３４．４質量％、Ｍｗ＝８，０
００、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．３）。尚、固形分濃度とは共重合体溶液の全質量に占める共重合
体質量の割合を意味する。
【０２２４】
実施例２
［感放射線性樹脂組成物の調製］
　［Ａ］アルカリ可溶性樹脂である実施例１で得られた共重合体（Ａ－Ｉ）１００質量部
に対し、［Ｂ］重合性化合物としてジペンタエリスリトールヘキサアクリレートを１００
質量部、［Ｃ］重合開始剤としてエタノン－１－〔９－エチル－６－（２－メチルベンゾ
イル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）（イルガキュ
アＯＸＥ０２、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社）を５質量部、および［Ｄ］化合物
として４，４’－ジアミノジフェニルスルホンを混合し、さらに接着助剤としてγ－グリ
シドキシプロピルトリメトキシシラン５質量部、界面活性剤（ＦＴＸ－２１８、ネオス社
）０．５質量部、保存安定剤として４－メトキシフェノール０．５質量部を混合し、固形
分濃度が３０質量％となるように、それぞれプロピレングリコールモノメチルエーテルア
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セテートを加えた後、孔径０．５μｍのミリポアフィルタでろ過することにより、感放射
線性樹脂組成物を調製した。
【０２２５】
＜絶縁膜の形成と評価＞
実施例３
［絶縁膜の形成］
　無アルカリガラス基板上に、実施例２で調製した感放射線性樹脂組成物の溶液をスピン
ナにより塗布した後、１００℃のホットプレート上で２分間プレベークすることにより膜
厚４．０μｍの塗膜を形成した。次いで、得られた塗膜に高圧水銀ランプを用いて露光量
７００Ｊ／ｍ２として放射線照射を行った。次いで、オーブン中で１８０℃の硬化温度お
よび３０分間の硬化時間でポストベークすることにより絶縁膜を形成した。
【０２２６】
実施例４
保存安定性の評価
　調製直後の実施例２の感放射線性樹脂組成物から、実施例３の形成方法により絶縁膜を
形成し、膜厚を測定した（下記式において、「調製直後の膜厚」と称する）。また、実施
例２の方法により調製した後、５日間２５℃で感放射線性樹脂組成物溶液を保存し、５日
後に同様に形成した絶縁膜の膜厚を測定した（下記式において、「５日後の膜厚」と称す
る）。膜厚増加率（％）を下記式から算出した。
　膜厚増加率（％）＝（５日後の膜厚－調製直後の膜厚）／（調製直後の膜厚）×１００
　膜厚増加率が３％以下であり、保存安定性は良好と判断した。
【０２２７】
耐光性の評価
　実施例３の形成方法による絶縁膜ついて、さらに、ＵＶ照射装置（ＵＶＸ－０２５１６
Ｓ１ＪＳ０１、ウシオ社）にて１３０ｍＷの照度で８００，０００Ｊ／ｍ２照射して、膜
減り量を調べた。膜減り量は２％以下であり、耐光性は良好と判断した。
【０２２８】
耐熱性の評価
　実施例３の形成方法による絶縁膜について、さらにオーブン中、２３０℃で２０分加熱
し、この加熱前後での膜厚を触針式膜厚測定機（アルファステップＩＱ、ＫＬＡテンコー
ル社）で測定した。そして、残膜率（処理後膜厚／処理前膜厚×１００）を算出し、この
残膜率を耐熱性とした。残膜率は９９％であり、耐熱性は良好と判断した。
【０２２９】
耐薬品性の評価
　実施例３の形成方法による絶縁膜について、６０℃に加温した配向膜剥離液ケミクリー
ンＴＳ－２０４（三洋化成工業社）中に１５分浸漬し、水洗後、さらにオーブン中、１２
０℃で１５分乾燥させた。この処理前後の膜厚を触針式膜厚測定機（アルファステップ社
ＩＱ、ＫＬＡテンコール社）で測定し、残膜率（処理後膜厚／処理前膜厚×１００）を算
出し、この残膜率を耐薬品性とした。残膜率は９９％であり、耐薬品性は良好と判断した
。
【０２３０】
解像度の評価
　無アルカリガラス基板上に、実施例２で調製した感放射線性樹脂組成物の溶液をスピン
ナにより塗布した後、１００℃のホットプレート上で２分間プレベークすることにより膜
厚４．０μｍの塗膜を形成した。次いで、得られた塗膜に直径６μｍ～１５μｍの範囲の
異なる大きさの複数の丸状残しパターンを有するフォトマスクを介して高圧水銀ランプを
用いて露光量を７００Ｊ／ｍ２として放射線照射を行った。その後、０．４０質量％テト
ラメチルアンモニウムヒドロキシド水溶液を用いて２５℃で液盛り法により現像した後、
純水洗浄を１分間行った。さらにオーブン中で１８０℃の硬化温度および３０分間の硬化
時間でポストベークすることによりパターン状硬化膜として絶縁膜を形成した。形成され



(45) JP 2013-25203 A 2013.2.4

10

20

30

40

50

た絶縁膜を評価したところ、８μｍ以下のフォトマスクにおいてパターンが形成されてい
ることが確認され、解像度は良好と判断した。
【０２３１】
＜アレイ基板の製造＞
実施例４
　実施例２により得られた感放射線性樹脂組成物の溶液を使用し、スイッチング能動素子
や電極等の形成された基板上にスリットダイコーターで塗布した。この基板には、スイッ
チング能動素子、ソース電極、ドレイン電極、ゲート電極、ソース配線、およびゲート配
線などが形成されている。これらスイッチング能動素子等は、基板上、通常の半導体膜の
成膜と、公知の絶縁層形成と、フォトリソグラフィ法によるエッチングを繰り返すなどし
て公知の方法により形成されたものである。
　次に、ホットプレート上で９０℃、５分間プレベークして塗膜を形成した。次いで、得
られた塗膜に対し、パターンを有するフォトマスクを介して高圧水銀ランプを用いて露光
量７００Ｊ／ｍ２として放射線照射を行った。その後、０．４０質量％テトラメチルアン
モニウムヒドロキシド水溶液を用いて２５℃で液盛り法により現像した後、純水洗浄を１
分間行った。現像することにより、不要な部分を除去して、コンタクトホールの形成され
た所定の形状の塗膜を形成した。さらにオーブン中で１８０℃にて６０分間加熱処理し、
膜厚が４．０μｍの絶縁膜を形成した。
【０２３２】
　次いで、絶縁膜が形成された基板について、スパッタリング法を用いて、絶縁膜の上に
ＩＴＯからなる透明導電層を形成した。次いで、フォトリソグラフィ法を利用して透明導
電層をエッチングして、絶縁膜上に透明電極を形成した。
　以上のようにして、本実施例のアレイ基板を製造した。得られた本実施例のアレイ基板
では、絶縁膜の所望の位置に所望のサイズのコンタクトホールが形成されており、透明電
極とドレイン電極との電気的な接続が実現されていた。
【０２３３】
実施例５
［光配向膜を有するアレイ基板の製造］
　本実施例においては、実施例４で得られたアレイ基板を用い、光配向性基を有する感放
射線性重合体を含む液晶配向剤を用いて光配向膜を形成する。
　はじめに、実施例４のアレイ基板の透明電極の上に、光配向性基を有する感放射線性重
合体を含む液晶配向剤として、国際公開（ＷＯ）２００９／０２５３８６号パンフレット
の実施例６に記載の液晶配向剤Ａ－１をスピンナにより塗布する。次いで、８０℃のホッ
トプレートで１分間プレベークを行った後、内部を窒素置換したオーブン中、１８０℃で
１時間加熱して膜厚８０ｎｍの塗膜を形成した。次いで、この塗膜表面に、Ｈｇ－Ｘｅラ
ンプ及びグランテーラープリズムを用いて３１３ｎｍの輝線を含む偏光紫外線２００Ｊ／
ｍ２を、基板表面に垂直な方向に対して４０°傾いた方向から照射し、光配向膜を有する
アレイ基板を製造した。
【０２３４】
実施例６
［垂直配向膜を有するアレイ基板の製造］
　本実施例においては、実施例４で得られたアレイ基板を用い、光配向性基を有さないポ
リイミドを含む液晶配向剤を用いて垂直配向膜を形成する。
　はじめに、実施例４のアレイ基板の透明電極の上に、光配向性基を有さないポリイミド
を含む液晶配向剤として、垂直配向膜形成用のＡＬ６０１０１（ジェイエスアール（株）
製）をスピンナにより塗布した。次いで、８０℃のホットプレートで１分間プレベークを
行った後、内部を窒素置換したオーブン中、１８０℃で１時間加熱して膜厚８０ｎｍの塗
膜を形成し、垂直配向膜を有するアレイ基板を製造した。
【０２３５】
＜液晶表示素子の製造＞
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実施例７
　実施例５で得られたアレイ基板を用いた。そして、公知の方法により製造されたカラー
フィルタ基板を準備した。このカラーフィルタ基板は、透明基板上に赤色、緑色および青
色の３色の微小な着色パターンとブラックマトリクスとが格子状に配置され、着色パター
ン上には透明な共通電極が配置されている。そして、カラーフィルタ基板の共通電極の上
に実施例５でアレイ基板上に形成したのと同様の光配向膜を形成して、配向膜の形成され
た対向基板とした。これら一対の基板を用い、ＴＮ液晶層を挟持して、カラー液晶表示素
子を製造した。本実施例の液晶表示素子は、上述した図３に示す液晶表示素子と同様の構
造を有する。本実施例の液晶表示素子は、優れた動作特性と表示特性と信頼性を示した。
【０２３６】
　尚、本発明は上記各実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない
範囲内において、種々変形して実施することができる。
【産業上の利用可能性】
【０２３７】
　本発明のアレイ基板は、低温硬化により容易に製造でき、高信頼性を有する。従って、
本発明のアレイ基板は優れた表示品位と信頼性が求められる大型液晶テレビ用などに好適
に使用できる。
【符号の説明】
【０２３８】
　１　　アレイ基板
　４、１１　　基板
　５　　ソース電極
　６　　ドレイン電極
　７　　ゲート電極
　８　　スイッチング能動素子
　９　　透明電極
　１０　　配向膜
　１２　　絶縁膜
　１３　　ブラックマトリクス
　１４　　共通電極
　１５　　着色パターン
　１７　　コンタクトホール
　１８　　ソース配線
　１９　　ゲート配線
　２１　　液晶表示素子
　２２　　カラーフィルタ基板
　２３　　液晶層
　２７　　バックライト光
　２８　　偏光板
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